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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

 
(注)１ 第82期から、「１億円以上且つ工期１年超(艦船修理工事に関しては３ヶ月超)の受注工事」に関する売上高計 

 上基準を、それまでの工事完成基準から工事進行基準に変更している。 

 なお、金額には消費税等は含まれていない。 

 ２ 純資産の算定にあたり、第85期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用している。 

    ３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第81期、第82期は、１株当たり当期純損失であるため記載

 していない。 

 なお、第83期、第84期、第85期は、潜在株式が存在しない。 

４ 従業員数は、就業人員である。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 45,195 49,125 43,178 51,389 53,846

経常利益又は 

経常損失(△)
(百万円) △809 △3,878 663 1,782 2,245

当期純利益又は 

当期純損失(△)
(百万円) △7,010 △2,840 672 837 2,627

純資産額 (百万円) 16,656 14,208 14,972 16,693 19,723

総資産額 (百万円) 46,940 45,690 52,382 62,068 73,274

１株当たり純資産額 (円) 102.85 87.74 92.46 103.09 121.81

１株当たり当期純利益金額 

又は当期純損失金額(△)
(円) △43.29 △17.54 4.15 5.17 16.23

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益金額
(円) ─ ─ ─ ― ―

自己資本比率 (％) 35.5 31.1 28.6 26.9 26.9

自己資本利益率 (％) △34.2 △18.4 4.6 5.3 14.4

株価収益率 (倍) ─ ─ 48.19 55.32 27.73

営業活動による 

キャッシュ・フロー
(百万円) △6,295 △104 7,835 6,584 11,861

投資活動による 

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,676 1,105 △4,025 △5,108 △4,904

財務活動による 

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,428 2,004 238 △506 △439

現金及び現金同等物 

の期末残高
(百万円) 3,454 6,220 10,287 11,273 17,792

従業員数        (人) 1,321 1,385 1,438 1,422 1,535



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注)１ 第82期から、「１億円以上且つ工期１年超(艦船修理工事に関しては３ヶ月超)の受注工事」に関する売上高計 

 上基準を、それまでの工事完成基準から工事進行基準に変更している。  

 なお、金額には消費税等は含まれていない。 

 ２ 純資産の算定にあたり、第85期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用している。 

    ３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第81期、第82期は、１株当たり当期純損失であるため記載 

 していない。 

 なお、第83期、第84期、第85期は、潜在株式が存在しない。 

  ４ 従業員数には、関係会社等への出向者を含め記載していたが、平成16年３月期から就業人員を記載している。 

  

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 44,362 48,367 42,361 50,528 52,889

経常利益又は 

経常損失(△)
(百万円) △768 △3,915 630 1,813 2,221

当期純利益又は 

当期純損失(△)
(百万円) △7,032 △2,840 654 874 2,609

資本金 (百万円) 8,414 8,414 8,414 8,414 8,414

発行済株式総数 (千株) 161,955 161,955 161,955 161,955 161,955

純資産額 (百万円) 16,426 13,977 14,721 16,459 19,475

総資産額 (百万円) 46,265 45,113 51,850 61,628 72,947

１株当たり純資産額 (円) 101.43 86.31 90.91 101.65 120.29

１株当たり配当額    (円) 
(内、１株当たり中間配当額)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

2
(―)

１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額(△)
(円) △43.42 △17.54 4.04 5.40 16.12

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額

(円) ─ ─ ─ ― ―

自己資本比率 (％) 35.5 31.0 28.4 26.7 26.7

自己資本利益率 (％) △34.7 △18.7 4.6 5.6 14.5

株価収益率 (倍) ─ ─ 49.50 52.96 27.92

配当性向 (％) ─ ─ ─ ― 12.3

従業員数        (人) 1,087 1,061 1,121 1,195 1,263



２ 【沿革】 

 
  平成17年11月 2500トン型鍛造プレス更新 

  平成18年５月 第４ドックに300トンクレーン新設 

  

昭和21年10月 旧佐世保海軍工廠の造船施設を借受け「佐世保船舶工業株式会社」を設立

昭和27年４月 講和条約発効により、新造船建造禁止等の制約が解除され新造船建造開始

昭和34年４月 福岡証券取引所上場

昭和36年７月 「佐世保船舶工業株式会社」を「佐世保重工業株式会社」に社名変更

    ８月 東京証券取引所上場(第１部)

    ９月 大阪証券取引所上場(第１部)

昭和37年５月 国有財産の払下げを受け、借用中の施設は社有財産となる

    10月 当時世界最大のタンカー「日章丸」(132,334DWT)を竣工

昭和43年８月 白岳鉄構工場完成

昭和44年９月 第３ドック(修理用)拡張工事完成(180,000GT)

昭和48年９月 第４ドック(建造用)拡張工事完成(225,000GT)

昭和49年12月 BS-SASEBO方式によるLNGモデルタンク完成

昭和56年11月 BS-SASEBO方式によるタンク搭載のLEG船「第二昭鶴丸」(800トン積)を竣工

昭和61年10月 高度省エネ・省人合理化船「鹿島山丸」(239,351DWTタンカー)を竣工

昭和62年２月 蛇島南・西両岸壁増強工事の完了

平成４年10月 陸上部門新組立工場の完成及び大型旋盤の導入

平成14年４月 本社社屋の取得



３ 【事業の内容】 

  当社及び当社の関係会社（当社、子会社7社（平成１９年３月３１日現在）により構成）において船舶、機械・鉄構造

物の製造販売を主な事業内容としている。各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりである。 

  

〔船舶〕 

  当社が製造、販売している。製造については、船舶建造工程の一部を㈱エヌエヌユー（連結子会社）が請負ってい

る。 

  

〔機械・鉄構〕 

  当社が製造、販売している。製造については、鉄構造物の一部を㈱エヌエヌユー（連結子会社）が請負っている。 

 佐重工興産㈱（連結子会社）は土木・建設等の業務を行っている。 

  

〔その他〕 

  ㈱つくもサービス（連結子会社）は、当社工場の警備及び清掃業を請負っている。㈱サセホ興産(連結子会社）は、

当社より設備を賃借し、給食場及びゴルフ場の経営を行っている。㈱エヌエヌユー(連結子会社）は、当社の運輸業務

に従事するとともに、鋼材・治工具等の販売及び当社に対し事務代行業務等を行っている。佐世保重工設計㈱（連結

子会社）は、当社の設計業務を請負っている。 

  

  

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりである。 

  
 

  



４ 【関係会社の状況】 
  

 
(注) ㈱西九州商事は、平成14年６月より事業活動を休止しているため、記載を省略しております。 

     

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％)

関係内容

 
(連結子会社)

㈱つくもサービス
長崎県 
佐世保市

10
警備・ビルメン
テナンス業務

100
当社工場の警備及び清掃業の請
負。当社従業員４名が役員を兼
務。

㈱サセホ興産
長崎県 
佐世保市

20 給食販売 100
当社及び関係会社の給食を請
負。当社従業員２名が役員を兼
務

㈱エヌエヌユー
長崎県 
佐世保市

10
船舶事業
機械・鉄構事業 
運輸

100

当社の新造船・修繕船及び機
械・鉄構造物の工事の一部を請
負。運輸業務、その他鋼材・治
工具の販売及び当社に対する事
務代行業務等。当社役員１名及
び従業員１名が役員を兼務。

佐世保重工設計㈱
長崎県 
佐世保市

10 設計業務 100
当社の新造船・艦艇及び機械・
鉄構造物の設計業務等を請負。
当社従業員４名が役員を兼務。

佐重工興産㈱
長崎県 
佐世保市

15 土木・建設 100
当社設備の製造・修繕。当社従
業員２名が役員を兼務。



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数である。 

    ２ 臨時従業員の総数は100分の10未満であるため、記載を省略している。 

  

  

(2) 提出会社の状況 
平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数には、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者含む就業人員数である。 

    ２ 臨時従業員の総数は100分の10未満であるため、記載を省略している。 

   ３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は佐世保重工労働組合と称し、日本労働組合総連合会に属し、また同系の他造船産業労働組合 

 と共に日本基幹産業労働組合連合会を組織している。また、労使関係に特に記載すべき事項はなく、安定して 

 いる。なお、連結子会社に労働組合は存在しない。 

   

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

船舶 801

機械・鉄構 259

その他 333

全社(共通) 142

合計 1,535

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,263 46.3 23.7 4,999



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(１) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の先行き不透明感等の懸念材料があったものの、企業収益の拡

大を背景に雇用情勢の改善や設備投資の増加が見られ、景気の回復基調が続いた。  

 造船業界においては、海運好況による船腹需要拡大や国際規則強化前のタンカー、バルクキャリアーの駆け込み

発注を背景に、特に韓国および中国が大幅に受注を伸ばした結果、2006年の世界の新造船受注量は、前年比56.1％

増加し、過去 高の93,635千総トンとなった。また、わが国の新造船受注量も、前年比28.8％増加の21,252千総ト

ンとなった。機械業界については、企業収益の拡大や需要の増加等を受けて、民間設備投資は引き続き増加した。

鉄構業界については、公共投資が減少傾向にあり、受注環境は厳しい状況で推移した。  

 こうした状況において当社グループは、連結受注高については、前期の国際規則強化前の新造船駆け込み発注の

反動により前期比47.0％減少の64,610百万円となった。連結売上高については、前期比4.8％増加の53,846百万円と

なり、この結果、当期末の受注残高は前期比5.6％増加の207,183百万円となった。損益面では、鋼材等資材価格の

上昇はあったものの、機械部門の生産性向上等により連結営業利益は前期比10.2％増加の2,157百万円、連結経常利

益は前期比26.0％増加の2,245百万円となった。連結当期純利益は、前期と比べ特別損失が減少したこと等から

213.7％増加の2,627百万円となった。  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。  

  

① 船舶  

船舶部門の受注高は、新造船として115千重量トン原油タンカー4隻、115千重量トンプロダクトタンカー2隻、13

千重量トンコークス船1隻、計7隻に、海上自衛隊や米海軍艦船等の修理工事及び一般商船の修理工事等を加え、船

舶部門計46,975百万円となり、国際規則強化前の駆け込み発注があった前期と比べ59.0％の減少となった。売上高

は、新造船及び修理船工事で計43,999百万円となり、前期比5.8％増加した。当期に引渡した新造船は76千重量トン

バルクキャリアー3隻、77千重量トン石炭運搬船2隻、115千重量トン原油タンカー3隻、75千重量トン原油タンカー2

隻、計10隻である。受注残高は、新造船33隻に修理船を含め189,366百万円となり、前期比1.7％の増加となった。

損益面では、鋼材等資材価格の上昇及び建造船型の増加により同型船効果が小さくなったこと等から、営業利益

は、前期比1.1％減少の2,184百万円となった。  

   

② 機械・鉄構  

 機械・鉄構部門の受注高は、機器工事として船舶用機器や一般産業機械等192件、金額にして6,291百万円、鉄構

工事では橋梁、水門など国内公共工事を中心に54件、金額にして10,343百万円、機械・鉄構部門計16,634百万円と

なり、前期比159.7％増加した。売上高は、機器工事6,369百万円、鉄構工事2,478百万円、合わせて8,848百万円と

なり、前期と比べほぼ横ばいとなった。受注残高は、17,809百万円となり、前期比76.8％の増加となった。営業利

益は、機械部門の設備更新によるクランク軸の増産効果等により前期比102.1％増加の1,243百万円となった。 

  



③ その他 

 主な事業の内訳は、運輸業その他で、受注高は、1,000百万円となり、前期比7.7％増加した。売上高は、998百万

円となり、前期比7.4％増加した。営業利益は、前期比763.6％増加の95百万円となった。 

  

  

所在地別業績は、対象となる在外子会社及び支店がないため記載していない。  

  

(２) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前連結会計年度比6,519

百万円（57.8％）増加し17,792百万円となった。  

    

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。  

    

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の増加及び前受金の増加により、前連結会計

年度比5,276百万円増加し11,861百万円の収入となった。 

    

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出、投資有価証券の取得による支出等が

あったものの、預入期間が3ヶ月を超える定期預金が減少したことにより、前連結会計年度比の支出は203百万円

減少し4,904百万円となった。 

    

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入による収入の減少があったものの、長期借入金の返済による

支出の減少により、前連結会計年度比の支出は67百万円減少し439百万円となった。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価額による。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

 
(注) 受注残高は、工事完成基準で記載している。当連結会計年度末の受注残高の内、船舶14,068百万円、鉄構1,564

百万円を工事進行基準による売上高として計上している。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

 
 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

船舶 42,775 0.8

機械・鉄構 8,869 △8.3

その他 990 6.8

合計 52,635 △0.7

区分 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

船舶 46,975 △59.0 189,366 1.7

機械・鉄構 16,634 159.7 17,809 76.8

その他 1,000 7.7 7 20.0

合計 64,610 △47.0 207,183 5.6

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

船舶 43,999 5.8

機械・鉄構 8,848 △0.3

その他 998 7.4

合計 53,846 4.8



３ 【対処すべき課題】 

(1) 対処すべき課題 

わが国造船業界は、新造船については豊富な手持工事を有しているが、韓国や事業規模の拡大が続く中国と対峙す

るため更なる競争力の強化や、2007年問題として取り上げられている造船技能者の大半を占める団塊世代の定年退職

に対応するため、若手への早期技能伝承等が大きな課題となっている。  

 機械業界においては、国内外の設備投資が好調なことから受注環境は堅調に推移する見通しであるが、鉄構業界に

おいては、公共投資が引き続き減少する見通しに加え、競争の激化もあり、当社グループを取り巻く経営環境の厳し

さは続くものと予想される。  

 こうした状況において、当社グループは、計画的に設備投資を行うほか、技術・技能の継承推進とその仕組みの定

着を図っていく所存である。 

 セグメント別の主な取組みとしては次のとおりである。 

① 船舶部門 

 新造船については、得意船型・船種を中心に受注活動を行い利益確保に努めるほか、新造船設備の整備や新船型の

開発を行っていく。 

 修理船については、海上自衛隊や米海軍等の艦船の修理業務へ注力していく。 

② 機械・鉄構部門 

 機械分野については、船舶用機器の品質及び生産性の向上を図っていく。 

 鉄構分野については、鉄構工事の競争力向上を図っていく。 

  

(2) 株式会社の支配に関する基本方針 

① 基本方針の内容 

当社は、昭和21年10月の創業以来、「顧客第一を旨とし、信頼に応え得る品質とサービスを提供すること」を基

本精神に、伝統ある技術と豊富な実績を生かして、顧客の長期的な満足を得られる高品質製品の開発と製造販売に注

力しつつ、企業価値・株主共同の利益の向上に努めている。  

 当社が、当社の企業価値・株主共同の利益を向上させていくためには、(ⅰ)船舶分野を中心に長年にわたって培っ

てきた伝統ある技術力と豊富な実績を基礎に、高品質製品を開発し、得意分野に注力すること、(ⅱ)基地所在の造船

所として、顧客、地域社会との間で長期間にわたって築いてきた信頼・協力関係を維持・発展させること、(ⅲ)地域

に根ざした事業等を通じて築き上げられた、内外からの信頼と期待に応え得る企業活動を行うこと、等が不可欠であ

り、これらが中長期的に確保され、向上させられなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されるこ

とになる。従って、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値・株主共同の利益を

中長期的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えている。  

 当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれ

ば、これを一概に否定するものではない。 

 しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が買付の条件

等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対

象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業

価値・株主共同の利益に資さないものも少なくない。 

 こうした事情に鑑み、当社は、当社株式に対する買付が行われた際に、買付に応じるべきか否かを株主の皆様が判

断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者

と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する買付行為を抑止するため

の枠組みが必要であると考える。 



  ② 具体的な取組み  

 (ⅰ) 会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取  

    組み  

当社は、さらに徹底した競争力の強化を図り、確固たる経営基盤を構築し、企業価値ひいては株主共同の利益の一

層の向上を図るため、平成18年５月、「新・中期経営計画」を策定し、現在これを遂行している。この「新・中期経

営計画」のもと、当社は、伝統と強みを守りつつ変革を進め、新造船をコアにした総合重機会社としてさらなる発展

を目指し、主力の船舶事業を中核に据えつつ、新たな核として注力していく艦艇・修繕船事業と機械事業、そして鉄

構事業の各部門のバランスがとれた経営体制の実現を図り、市況変動に強い企業体質を目指す。  

 具体的には、(a）顧客の信頼に応えうる高品質で他社とは差別化した船型、製品、技術の選択的開発・提供、(b）

得意船型・船種への集中、地の利を生かした艦艇・修理事業の強化、舶用機械をはじめとする機械事業の強化など、

当社が得意とする分野の強化、(c）徹底したコストの削減、などの施策に重点的に取り組んでいる。  

 また、当社経営陣の株主に対する経営責任を一層明確化するため、平成18年６月29日開催の当社第84回定時株主総

会において取締役の任期を１年としている。その他、会社法の下での内部統制システム構築の基本方針についても決

議を行っており、今後とも一層の企業統治の仕組みの強化と経営の透明性を図り、更なる企業価値の向上と株主共同

の利益の確保・向上を追求する所存である。  

（ⅱ） 基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため 

    の取組み  

 当社は、平成18年５月19日の当社取締役会において、当社株式の大規模買付行為に関する対応策 (以下、「本プラ

ン」という。）を、株主総会において株主の皆様からご承認を受けることを条件として導入することを決議し、平成

18年６月29日開催の当社第84回定時株主総会において、本プランを導入することの承認を得ている。  

 本プランは、当社株式に対する買付が行われた際、買付に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社

取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等

を可能とするものであり、また、上記基本方針に反し、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止

し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的としている。   

 本プランは、（a）当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付等、（b）

当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割

合の合計が20％以上となる公開買付け（以下、「買付等」と総称する。）を対象とする。  

 当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、当社取締役会が友好的な買付であ

ると認めた場合（例：業務提携に伴う買付等）を除き、買付者等の買付内容の検討に必要な情報及び本プランに定め

る手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求める。その後、買付者等から提出された情報や当社取締

役会からの意見や根拠資料、当該買付等に対する代替案（もしあれば）が、当社経営陣から独立した者 (現時点にお

いては社外監査役１名及び社外有識者２名）から構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとす

る。独立委員会は、必要があれば、外部専門家等の助言を独自に得た上、買付内容の評価・検討、当社取締役会の提

示した代替案の検討、買付者等との交渉、株主に対する情報開示等を行う。  

 独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、又は当該買付等の内容の検討、買付者

等との協議・交渉の結果、買付者等による買付等が当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす

おそれのある買付等であるなど、本プランに定める要件のいずれかに該当し新株予約権の無償割当てを実施すること

が相当であると判断した場合には、独立委員会規程に従い、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施

することを勧告する。この新株予約権は、１円（または当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限として当社取締

役会が新株予約権無償割当ての決議において定める金額）を払い込むことにより、原則として当社株式１株を取得す

ることができるものであるが、買付者等による権利行使が認められないという行使条件が付されている。また、当社

が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付されており、当社



がかかる条項に基づく取得をする場合、本新株予約権１個と引換えに、原則として当社株式１株が交付される。当

社取締役会は、独立委員会の上記勧告を 大限尊重して新株予約権無償割当ての実施又は不実施の決議を行うものと

する。当社取締役会は、上記決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項

について、情報開示を行う。  

 本プランの有効期間は、平成18年６月29日開催の当社第84回定時株主総会の終了後３年以内に終了する事業年度の

うち 終のものに関する定時株主総会の終結の時までである。但し、当該有効期間の満了前であっても、（a）当社の

株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、又は、(b）当社取締役会により本プランを廃止する

旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになる。  

 本プランの導入後であっても、新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主及び投資家の皆様に直接具

体的な影響が生じることはない。他方、本プランが発動され、新株予約権の無償割当てが実施された場合、株主の皆

様が、新株予約権行使の手続を行わないと、その保有する株式が希釈化される場合がある（但し、当社が当社株式を

対価として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じない。)  

③ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

前記②(ⅰ)に記載した当社の「新・中期経営計画」及びそれに基づく様々な施策は、当社の企業価値・

株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、当社の

基本方針に沿うものである。  

 また、本プランは、前記②(ⅱ)記載のとおり、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目

的をもって導入されたものであり、当社の基本方針に沿うものである。特に、本プランは、株主総会にお

いて株主の承認を得た上で導入されたものであること、その内容として合理的な客観的発動要件が設定さ

れていること、独立性の高い者のみから構成される独立委員会が設置されており、本プランの発動に際し

ては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家

の助言を得ることができるとされていること、有効期間が 長約３年と定められた上、取締役会により何

時でも廃止できるとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を

有し、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とす

るものではない。  

  

  

４ 【事業等のリスク】 

  当社グループの今後の経営成績に影響を及ぼす可能性のあるリスクについて現時点で次のように考えている。 

① 経済情勢 

 当社のメイン製品である新造船の受注については、世界の海運市場、為替動向等世界経済の状況に左右される。 

② 為替レートの変動 

 平成19年度については、新造船工事は円建てによる受注契約であるため、為替の影響は少ないものの、急激な円高 

は収益及び新造船の受注動向に影響を及ぼす。 

③ 鋼材等資材価格の変動 

 当社製品は原材料に鋼材を使用するものが多いため、急激な鋼材の値上がりは収益を圧迫する。 

④ 公共事業 

 鉄構工事は公共投資額の増減に影響される。 

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

当社が技術援助等を受けている契約 

  

 
  

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

佐世保重工業 

株式会社
テクニガス社 仏国

低温液化ガス輸送用タ

ンカー

(1) 特許、図面、技術資

料の使用

(2) 技術者の役務提供

(3) 建造販売に関する非

独占的実施権の取得

昭和53年4月20日 

 

│ 

 

平成20年4月19日

同上 テクニガス社 同上

LPG輸送船及びLPG/NH3

輸送船用カーゴハンド

リング・システム

(1) 特許、図面、技術資

料の使用

(2) 技術者の役務提供

(3) 設計及び製造販売に

関する非独占的実施

権の取得

昭和55年7月9日 

 

│ 

 

平成21年7月8日

同上 テクニガス社 同上

LPG輸送船及びLPG/NH3

輸送船用自立型・常圧

タンク

(1) 特許、図面、技術資

料の使用

(2) 技術者の役務提供

(3) 設計及び建造販売に

関する非独占的実施

権の取得

昭和55年7月9日 

 

│ 

 

平成21年7月8日

同上

石川島播磨重工業

株式会社(特許権

者 米国フォスタ

ーウィラーコーポ

レーション)

米国

フォスターウィラー型

舶用水管式蒸気発生装

置

(1) 特許、図面、技術資

料の使用

(2) 技術者の役務提供

昭和35年8月19日 

 

│ 

 

平成22年12月31日



６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度の研究開発活動は、社是の一つである「顧客第一を旨とし、信頼に応え得る品質とサービスを提供

する」ことを基本精神に、伝統ある技術と豊富な実績を生かして、顧客の長期的な満足を得られる高品質製品の研

究・開発並びに生産設備面での省力化、省エネ化を推進し、製品競争力の強化及び事業拡大を図るため、次の事項に

取組んでいる。  

 なお、研究開発費は160百万円である。 

 

（1）船  舶 

  新規則対応型バルクキャリアーの開発設計 

  長崎総科大との共同研究（生産管理へのＰＦＩＤ導入の研究） 

  アイスクラス耐氷タンカーの開発等 

 

（2）機械・鉄構 

  大型バルクキャリア用新型コンポジットボイラの開発及び応用解析等  

  

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

  文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年6月29日）現在において当社グループが判断し

たものである。 

  

（１）重要な会計方針及び見積り 

   当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いる。当社経営陣は、この連結財務諸表の作成にあたって、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発負債の

開示並びに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積りを行う必要があり、当社グループが採用

している会計方針に従い報告数値、開示情報の見積り及び判断に対して継続して評価を行っているが、見積り特有

の不確実性が存在するため、将来において認識される業績及び財政状態に影響を与える可能性がある。 

  

（２）財政状態 

当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度末比9,505百万円増加し、43,550百万円となった。これは主とし

て、新造船の新規契約等により前受金が増加したことに伴い、現金、預金及び有価証券が増加したことによる。  

  固定資産は、前連結会計年度末比1,700百万円増加し、29,724百万円となった。 

 この結果、総資産は前連結会計年度末比11,205百万円増加し、73,274百万円となった。 

 流動負債は、前連結会計年度末比8,477百万円増加し42,120百万円となった。これは主として、前受金の増加によ

る。 



固定負債は、前連結会計年度末比301百万円減少し、11,431百万円となった。  

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末比8,176百万円増加し、53,551百万円となった。 

 純資産合計は、当期純利益の増加等により、前連結会計年度末比3,029百万円増加し19,723百万円となった。  

  

  

 （３）当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度は、船舶部門では、新造船および修理船工事の売上高は、前連結会計年度に比べ2,417百万円増加

し43,999百万円となった。当期に引渡した新造船は76千重量トンバルクキャリアー3隻、77千重量トン石炭運搬船2

隻、115千重量トン原油タンカー3隻、75千重量トンタンカー2隻、計10隻である。機械・鉄構部門の売上高は、前連

結会計年度に比べ29百万円減少し8,848百万円となった。雑工事その他を含めた合計は、前連結会計年度に比べ

2,457百万円増加し53,846百万円となった。    

  

  

 （４）経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社のメイン製品である新造船の受注については、世界の海運市場、為替動向等世界経済の状況に左右され

る。  

 平成19年度については、新造船工事は円建てによる受注契約であるため、為替の影響は少ないものの、急激な

円高は収益及び新造船の受注動向に影響を及ぼす。  

 当社製品は原材料に鋼材を使用するものが多いため、急激な鋼材の値上がりは収益を圧迫する。  

 鉄構工事は公共投資額の増減に影響される。  

  

  

 （５）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが11,861百万円の収入、投資活動によるキャッ

シュ・フローが4,904百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローが439百万円の支出となり、前連結会計年

度末に比べ6,519百万円増加し17,792百万円となった。  

 当社グループは現在、運転資金及び設備投資資金については、内部資金または借入及び社債の発行により資金調

達することとしている。当連結会計年度末は短期借入金1,665百万円、長期借入金2,431百万円、社債150百万円で

構成されている。 

 当社グループは、健全な財政状態であり、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力もあり、当社グル

ープの成長を維持するために将来必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能と考えている。 

  

  

 （６）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき 善の経営方針を立案するよう求めてい

る。 

 わが国造船業界は、新造船については豊富な手持工事を有してるが、韓国や事業規模の拡大が続く中国と対峙す

るため更なる競争力の強化や、2007年問題として取りあげられている造船技能者の大半を占める団塊の世代の定年

退職に対応するため、若手への早期技能伝承等が大きな課題となっている。 

機械業界においては、国内外の設備投資が好調なことから受注環境は堅調に推移する見通しであるが、鉄構業

界においては、公共投資が引き続き減少する見通しに加え、競争の激化もあり、当社グループを取り巻く経営環境

の厳しさは続くものと予想される。  



 こうした状況において、当社グループは、計画的に設備投資を行うほか、技術・技能の継承推進とその仕組

みの定着を図っていく所存である。  

 セグメント別の主な取組みとしては次のとおりである。  

① 船舶部門  

 新造船については、得意船型・船種を中心に受注活動を行い利益確保に努めるほか、新造船設備の整備や新船型

の開発を行っていく。  

 修理船については、海上自衛隊や米海軍等の艦船の修理業務へ注力していく。  

② 機械・鉄構部門  

 機械分野については、船舶用機器の品質及び生産性の向上を図っていく。  

 鉄構分野については、鉄構工事の競争力向上を図っていく。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

  当社グループでは、長期的に成長が期待できる製品分野及び研究開発分野に重点を置き、合わせて省力化、合理化

 及び製品の信頼性向上のための投資を行っている。  

     

 
  当連結会計年度の設備投資等は、主として300トンクレーン新設及び機械設備の更新等のためのものである。また、

 所要資金は、自己資金及び借入金によっている。 

  

  

  

  

部門 当連結会計年度 前期比

船舶 1,403百万円 144.95%

機械・鉄構 682百万円 △42.07%

その他 10百万円 51.15%

計 2,096百万円 19.25%

消去又は全社 232百万円 9.96%

合計 2,328百万円 15.51%



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりである。 

(1) 事業の種類別セグメント別内訳 

平成19年3月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額「土地」は、セグメント別区分が困難なため、消去又は全社の欄に記載した。 

２ 帳簿価額「その他」は、工具器具備品、建設仮勘定の合計である。 

３ 帳簿価格「機械装置及び運搬具」及び「その他」には、リース料支払額81百万円を含んでいる。 

４ 金額には消費税等を含まない。 

  

  

(2) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額「土地」は、セグメント別区分が困難なため、消去又は全体の欄に記載した。 

２ 帳簿価額「その他」は、工具器具備品、建設仮勘定の合計である。 

３ 帳簿価格「機械装置及び運搬具」及び「その他」には、リース料支払額69百万円を含んでいる。 

４ 金額には消費税等を含まない。 

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称

帳簿価額(百万円)
従業員
(人)建物 

及び構築物
ドック船台

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

船舶 4,514 749 1,757 ― 258 7,279 801

機械・鉄構 664 22 1,940 ― 217 2,844 259

その他 2 ― 32 ― 6 41 333

小計 5,181 771 3,730 ― 482 10,165 1,393

消去又は全社 1,819 ― 633
9,467

(1,609)
247 12,168 142

合計 7,000 771 4,364
9,467

(1,609)
729 22,333 1,535

事業所名 
(所在地)

事業所の 
種類別 

セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員
(人)建物及び

構築物
ドック
船台

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積 
千㎡)

その他 合計

佐世保造船所 
(長崎県 
佐世保市)

船舶
船舶造改修 
設備

4,514 749 1,757 ― 258 7,279 794

機械・鉄構
機械装置 
改修設備

664 22 1,940 ― 217 2,844 213

小計 5,178 771 3,697 ― 475 10,123 1,007

消去又は 
全体

1,451 ― 633
8,381

(1,606)
241 10,707 195

合計 6,630 771 4,331
8,381

(1,606)
717 20,831 1,202

本社 
（東京都 
  千代田区）

全社的管理 
業務・販売 
業務

その他設備 367
1,054

(3)
6 1,428 61

合計 6,998 771 4,331
9,435

(1,609)
723 22,260 1,263



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

原価低減及び品質向上を図るため設備の更新及び改修、除却等を計画している。 

その計画の大要は次のとおりである。 

(1) 新設 

  

 
(注) 金額には消費税等を含まない。 

  

  

(2) 改修 

  

会社名 
事業所名

所在地

事業所の 
種類別 

セグメント
の名称

設備の 
内容

投資の予定金額
資金調達
方法

着手年月及び    
完了予定年月 完成後の

増加能力総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手年月 完了年月

佐世保重工業㈱ 

佐世保造船所

長崎県 

佐世保市

船舶

ドック排水設備 700 ― 平成18年10月 平成20年3月 20％アップ

300tクレーン新
設

1,340 ― 平成19年1月 平成20年5月
吊り能力
180tアップ

300t自走台車 300 ― 平成19年1月 平成21年4月 30％アップ

引船2隻新造 980 ― 平成19年4月 平成20年7月 30％アップ

ブラスト・塗装
場新設

1,000 ― 平成19年5月 平成21年3月 30％アップ

4ドック扉船新替
え

400 ― 平成19年4月 平成20年6月

移動屋根新設 240 ― 平成20年1月 平成21年9月

NCプラズマ切断
機他

652 ― 平成19年4月 平成21年6月 20％アップ

3D-CAD導入 254 14 平成18年4月 平成21年3月 2％アップ

小計 5,866 ―

機械・鉄構

機械設備増強 1,710 341 平成17年5月 平成21年11月 20％アップ

鉄構工場設備増
強

353 ― 平成18年12月 平成20年3月 20％アップ

小計 2,063 ―

その他

新婚社宅建設 650 ― 平成19年5月 平成20年3月

小計 650 ―

合計 8,579

会社名 
事業所名

所在地

事業所の 
種類別 

セグメント 
の名称

設備の 
内容

投資の予定金額
資金調達 
方法

着手年月及び 
完了予定年月 完成後の 

増加能力総額 
(百万円)

既支払額 
(百万円)

着手年月 完了年月

佐世保重工業㈱ 

佐世保造船所
長崎県 
佐世保市

船舶

ク レ ー ン 移
設・改修

96 ―

自己資金及
び借入金

平成19年4月 平成20年9月

木工場改修他 61 ― 平成19年5月 平成19年12月

小計 157 ―

機械・鉄構
白岳工場改修
他

428 ― 平成19年5月 平成20年12月

その他 船員寮改修他 48 ― 平成19年4月 平成19年12月

合計 633 ―



(注) 金額には消費税等を含まない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 353,675,000

計 353,675,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 161,955,000 同左
東京、大阪各証券
取引所第一部及び
福岡証券取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 161,955,000 同左 ― ─



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 利益による自己株式消却による減少。 

  

  

(5) 【所有者別状況】 
平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式42,789株は「個人その他」に42単元及び「単元未満株式の状況」に789株を含め記載している。 

２ 証券保管振替機構名義株式17,000株は「その他法人」に17単元を含めて記載している。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年３月21日(注) △6,325 161,955 ─ 8,414,000 ─ 5,148,277

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

1 58 49 190 87 2 15,017 15,404 ―

所有株式数 
(単元)

1,552 31,329 2,992 48,580 20,372 4 56,799 161,628 327,000

所有株式数 
の割合(％)

0.96 19.38 1.85 30.06 12.60 0.00 35.14 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりである。 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社   5,220千株 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 4,471千株 

   ２ 次の法人から、当期中に大量保有報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨報告を受けてい

るが、当期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができないので、上記「大株主の状況」で

は考慮していない。 

 
  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数 
に対する 

所有株式数の割合
(％)

新日本製鐵株式會社 東京都千代田区大手町２丁目６番３号 15,659 9.69

株式会社メタルワン 東京都港区芝３丁目23－１ 15,110 9.35

吉田海運株式会社 長崎県佐世保市三浦町２番16号 6,147 3.80

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,220 3.23

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,471 2.76

株式会社親和銀行 長崎県佐世保市島瀬町10番12号 4,179 2.58

シンコウ株式会社 東京都品川区南品川２丁目２番７号 4,150 2.56

資産管理サービス信託銀行株式

会社（証券投資信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 3,754 2.32

佐世保重工業佐栄会 長崎県佐世保市立神町無番地 2,680 1.65

ステートストリートバンクアン

ドトラストカンパニー505019 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室）

AIB INTERNATIONAL  CENTRE  P.  O.  BOX  518 

IFSC DUBLIN, IRELAND 

 

東京都中央区兜町６番７号

2,406 1.48

計 ― 63,776 39.38

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ゴールドマン・サックス証券株
式会社

東京都港区六本木６丁目10番１号
六本木ヒルズ森タワー

8,689 5.37



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が17,000株(議決権17個)含ま

れている。 

２ 「単元未満株式」欄の株式数には、当社所有の自己株式789株が含まれている。 

  

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 42,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

161,586,000
161,586 ―

単元未満株式
普通株式

327,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数
161,955,000

― ―

総株主の議決権 ― 161,586 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

 (自己保有株式) 
 佐世保重工業株式会社

 東京都千代田区平河町
 二丁目３番24号

42,000 ― 42,000 0.03

計 ― 42,000 ― 42,000 0.03



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項なし 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項なし 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

旧商法第221条第６項による取得 

 
  

会社法第155条第７号による取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買い取

りによる株式数は含めていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買い

取りによる株式数は含めていない。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第6項及び会社法第155条第7号の規定に基づく普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,317 384

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 8,345 2,669

当期間における取得自己株式 500 225

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ―  ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 42,789 ― 43,289 ―



３ 【配当政策】 

  造船業界は、国内・海外の区別のない一つの世界市場で競争しており、完全に世界の海運市況、為替動向に左右さ 

 れることから、業績は大幅な変動を受け易い業種である。このため、株主の皆様への利益還元を第一に考え、企業体 

 質強化のための内部留保との調和を図りつつ、その時々の業績動向を勘案して決定する方針を採っている。  

当社は、中間配当を行うことができる旨を定めている。当社における剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年

２回を基本的な方針としている。剰余金の配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会である。 

  当期の期末配当については、１株あたり２円としている。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

決議年月日 配当金の総額（百万円） 1株当たり配当額（円）

平成19年6月28日 
定時株主総会決議

323 2

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 124 157 233 365 458

低(円) 63 68 106 188 210

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

高(円) 373 360 358 408 458 450

低(円) 327 289 326 339 399 377



５ 【役員の状況】 
  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

森 島 英 一 昭和16年８月30日生

昭和39年４月 日商㈱入社

平成 
19年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

27

平成７年10月 日商岩井㈱東京本社船舶車両本部

副本部長

平成９年７月 同社理事兼国際統括部長

平成11年10月 同社理事兼ソウル支店長

平成12年７月 同社理事兼韓国日商岩井㈱社長

平成14年６月 当社代表取締役専務取締役就任 

社長補佐兼営業部門担当

平成16年６月 当社代表取締役副社長就任 社長

補佐兼営業部門統括兼鉄構営業本

部長

平成17年４月 当社代表取締役副社長 社長補佐

兼営業部門統括

平成17年６月 当社代表取締役社長就任

（現在に至る)

代表取締役 
専務取締役

社長補佐   
兼艦艇・修繕
船管掌兼鉄構
事業部長

山 中 康 裕 昭和24年６月30日生

昭和50年４月 当社入社

平成 
19年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

26

平成11年11月 当社執行役員

平成12年６月 当社取締役就任

平成13年６月 当社佐世保造船所副所長

平成14年６月 当社佐世保造船所長

平成15年６月 当社常務取締役就任 佐世保造船

所長

平成16年６月 当社代表取締役専務取締役就任

生産部門統括兼佐世保造船所長

平成17年６月

平成17年11月 

   

平成18年６月

当社代表取締役専務取締役 生産

部門統括     

当社代表取締役専務取締役 生産

部門統括兼鉄構事業部長

当社代表取締役専務取締役 社長

補佐営業部門統括兼鉄構事業部長

平成19年６月 当社代表取締役専務取締役社長補

佐兼艦艇・修繕船管掌兼鉄構事業

部長       (現在に至る)

常務取締役
コーポレート

部門担当
安 井   浩 昭和17年10月29日生

昭和36年４月 ㈱親和銀行入行

平成 
19年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

8

平成10年６月 同行総務部長

平成12年６月 同行取締役就任 検査部長

平成13年９月 同行取締役 監査部長

平成14年６月 同行常勤監査役就任

平成15年６月 当社常務取締役就任 財務・経理

部門担当

平成16年６月 

 

当社常務取締役 管理・財経部門

統括

平成19年６月 

 

当社常務取締役 コーポレート部

門担当      (現在に至る)

常務取締役
新造船事業部

長
加 藤 陽 一 昭和25年11月29日生

昭和48年４月 当社入社

平成 
19年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

3

平成12年７月 当社造船設計部長

平成13年６月 当社常務執行役員、造船設計部長

平成14年８月 当社常務執行役員、佐世保造船所

副所長（設計部門担当）

平成15年６月 当社常務執行役員、佐世保造船所

副所長兼造船設計部長兼艦艇設計

部長

平成16年６月 

 

当社常務取締役就任、佐世保造船

副所長（設計・開発担当）    

平成17年６月 当社常務取締役 佐世保造船所長

兼開発担当    

平成18年６月 当社常務取締役 生産部門統括兼

佐世保造船所長兼開発担当

平成19年６月 

 

当社常務取締役 新造船事業部長

       (現在に至る)



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務取締役
新造船事業部
副事業部長

宮 﨑 尊 德 昭和23年４月11日生

昭和47年４月 日商岩井㈱入社

平成 
19年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

8

平成９年10月 同社東京本社船舶部副部長

平成10年９月 同社インド・ボンベイ駐在員事務

所長

平成12年７月 日本アウトソーシング㈱入社

平成14年７月 当社入社

平成15年３月 当社船舶営業本部船舶営業部長

平成16年６月 当社取締役就任 船舶営業本部長

兼船舶営業部長  

平成18年６月 当社取締役 営業部門統括補佐兼

船舶営業本部長兼佐世保造船所資

材部分掌  

平成19年６月 当社常務取締役就任 新造船事業

部副事業部長    (現在に至る)

取締役 内 田 純 司 昭和25年４月30日生

昭和49年４月 新日本製鐵㈱入社

平成 
19年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

─

平成13年４月 同社薄板事業部電磁鋼板営業部長

平成15年４月 同社建材事業部建材営業部長

平成17年４月 同社参与 (建材事業部長、鋼管事

業部長委嘱)

平成17年６月 同社取締役就任 (建材事業部長、

鋼管事業部長委嘱)

平成18年６月 同社執行役員就任 (建材事業部

長、鋼管事業部長委嘱)

平成19年４月 同社執行役員 (厚板営業部長委

嘱)

平成19年６月 当社取締役就任  (現在に至る)

取締役 松 岡 直 人 昭和24年４月20日生

昭和47年４月 三菱商事㈱入社

平成 
19年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

─

平成11年４月 上野鉄鋼㈱代表取締役社長

平成13年４月 三菱商事㈱鉄鋼国内事業部建設建

材・冷鉄源ユニット部長

平成15年１月 同社退社

平成15年１月 ㈱メタルワン条鋼建材第一部長

平成16年４月 ㈱メタルワン建材代表取締役社長

平成19年１月 ㈱メタルワン常務執行役員就任

厚板・鋼管・建材本部長

平成19年６月 当社取締役就任  (現在に至る)

取締役
艦艇・修繕船
事業部長

新 谷 和 泉 昭和18年３月３日生

昭和43年４月 当社入社

平成 
19年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

6

平成10年８月 当社艤装部長兼建造主任室長

平成11年５月 当社船舶営業本部船舶営業部長

平成11年12月 当社退職

平成14年10月 当社入社、顧問就任

平成15年11月 当社米軍プロジェクト室長

平成16年６月 当社取締役就任 佐世保造船所副

所長(現業(新造船・修繕船)担当)

平成18年６月 当社取締役 佐世保造船所副所長

（佐世保造船所所長補佐 艦艇・

修繕担当） 

平成19年６月 当社取締役 艦艇・修繕船事業部

長         (現在に至る)

取締役

コーポレート
部門担当補佐
兼経営企画部
長

小 林   勉 昭和23年６月22日生

昭和47年４月 日商岩井㈱入社

平成 
19年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

5

平成11年７月 同社経営企画部副部長

平成12年10月 同社人事部専門部長

平成14年７月 当社入社

平成15年４月 当社経営企画部長

平成16年６月 当社取締役就任 管理・財経部門

統括補佐兼経営企画部長兼人事総

務部長

平成17年３月 当社取締役 管理・財経部門統括

補佐兼経営企画部長

平成19年６月 当社取締役 コーポレート部門補

佐兼経営企画部長 (現在に至る)



 
(注) １ 取締役内田純司、松岡直人の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

２ 常勤監査役内野秀幸氏及び監査役森三四、西本恭彦の両氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

る。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 (常勤) 矢 川 勝 則 昭和20年２月20日生

昭和42年４月 当社入社

平成 
16年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

11

平成２年６月 当社取締役就任

平成９年６月 当社取締役退任 

佐重工興産㈱取締役社長就任

平成11年５月 当社参与、造船部長

平成11年６月 当社取締役就任、佐世保造船所長

平成12年６月 当社取締役退任、顧問就任

平成13年９月 当社退職

平成14年８月 当社入社、顧問就任

平成14年９月 当社常務執行役員就任、建造主任

室担当

平成15年６月 当社常務執行役員、建造主任室長

平成16年６月 当社常勤監査役就任  

          (現在に至る)

監査役 (常勤) 内 野 秀 幸 昭和23年８月11日生

昭和47年４月 日商岩井㈱入社 大阪本社経理

部 鉄鋼経理課

平成 
18年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

─

平成９年７月 同社投融資審議室 副室長

平成12年６月 同社退社

平成15年２月 ＴＦＰコンサルティンググルー

プ  

東京ファイナンシャルプランナー

ズ経理部長

平成16年１月 同社退社

平成18年３月 千葉県税理士会登録

平成16年４月 税理士事務所開設  (現在に至る)

平成18年６月 当社監査役就任

平成18年６月 当社常勤監査役就任       

         (現在に至る)

監査役 森   三 四 昭和28年９月10日生

昭和53年４月 ㈱親和銀行入行

平成 
16年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

─

平成12年６月 同行総合企画部長

平成13年６月 同行取締役就任（総合企画部長）

平成14年４月 ㈱九州親和ホールディングス取締

役就任（総合企画グループマネー

ジャー）

平成16年６月 当社監査役就任  （現在に至る）

平成17年６月 ㈱九州親和ホールディングス代表

取締役常務就任（総合企画グルー

プマネージャー）

平成18年６月 同社専務取締役就任(現在に至る)

平成18年６月 ㈱親和銀行 専務取締役就任

         （現在に至る）

監査役 西 本 恭 彦 昭和21年11月22日生

昭和52年６月 弁護士登録 平成 
16年 
６月 
から 
平成 
20年 
６月 
まで

─

昭和60年４月 東京経済法律事務所（現新生綜合

法律事務所）開設 

          (現在に至る)

平成16年１月 当社仮監査役就任

平成16年６月 当社監査役就任   (現在に至る)

計 94



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、経営の透明性・公正性とともに効率性を高め、また、変化の激しい経営環境に迅速に対応しうる経営 

システムを構築し、企業価値の向上を目指すことをコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方としてい 

 る。     

  

  (1)会社の機関の内容及び内部統制システム並びにリスク管理体制の整備の状況 

    当社は監査役制度を採用している。取締役の定員は14名以内、監査役の定員は4名以内とする旨を定款で 

  定めている。就任している取締役は9名、うち社外取締役2名には客観的立場から助言・指導を受けており、 

  また、監査役は4名、うち社外監査役は3名で、その中の1名は弁護士が就任し、監査体制の強化を図ってい 

   る。また、社外取締役及び社外監査役の全員は、当社と会社法第423条第1項の賠償責任を限定する旨の契約 

  を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める 低責任限度額である。なお、各社外 

  取締役及び各社外監査役と当社の間には特別な利害関係はない。 

    当社の経営機構としては、毎月1回、取締役会、監査役会、経営会議、法務倫理委員会を開催している。 

   経営会議は常勤の取締役及び執行役員で構成し、経営の諸課題に関わる事項について事業活動を取り巻くリ 

   スクの分析や評価を含めて幅広く検討・討議し、迅速に意思決定を行うとともに、重要事項については取締 

   役会で決議あるいは報告している。 

  当社は、自己の株式の取得について、会社法第165条第2項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場 

  取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めている。 

    コンプライアンスの徹底については、社長を委員長とする法務倫理委員会を設置し、毎月運営している。  

   同委員会の活動として、社員の行動基本原則を制定し、法令遵守に関わる内部告発や相談のための窓口を設  

   け、広くグループ社員からの意見聴取等を行っており、法令遵守のための対策をとっている。また、法務倫 

   理委員会の討議内容については、取締役会に報告するほか、必要に応じて社員へも通知している。 

  なお、従来より取り組んできたコーポレートガバナンスの向上に加え、平成18年5月の会社法施行及び同年 

  6月の金融商品取引法の成立を受け、より具体的な取組みとして平成19年2月に内部統制委員会及び内部統制推 

  進室を設置した。内部統制推進委員会は、取締役 管理・財形統括補佐を委員長に主要な管理部門の長から構 

  成され、オブザーバーに常務取締役管理・財形統括、監査役及び監査室長が任ぜられており、全社的な視野か 

  ら内部統制推進室に対し助言・勧告を行うことにより、内部統制システムの円滑な構築を図っている。 内部統 

  制推進室は、平成20年4月からの金融商品取引法の規定する財務報告に係る内部統制の構築に、全社的プロジェ 

  クトとして取り組んでいる。  

  

 (2) 内部監査及び監査役監査の状況 

   内部監査については、監査室(2名)を設置し、定期的に社内各部署や子会社の業務執行につき監査を実施 

  し、また、監査役とも連携して業務改善指導をおこなっている。監査結果については法務倫理委員会で報告、 

  討議するなどして、内部統制機能の向上を図っている。 

   監査役は、毎月開催の取締役会、経営会議、法務倫理委員会、その他の主要会議に出席するとともに、取 

  締役等から業務執行状況の聴取や決裁書類の閲覧などを通じて、その適法性について監査を行なっている。 

    また、会計監査人と定期的な情報・意見交換を行うとともに、監査結果の報告を受けるなど緊密な連携を 

  とっている。 

   監査役会は原則として毎月開催し、監査役相互間の情報の共有を図るとともに、内部統制の向上に努めて 

  いる。 

  

 (3) 会計監査の状況 



   会計監査人については、辰巳監査法人及びみすず監査法人を選任している。会計監査業務を執行した公認 

  会計士の氏名は、辰巳監査法人辰巳正、みすず監査法人黒田裕、薬袋政彦の3名であり、継続監査年数は 

   7年以内である。また、会計監査業務の補助者は、公認会計士12名、その他9名となっている。 

    なお、辰巳監査法人及びみすず監査法人は平成19年6月28日開催の当社第85回定時株主総会終結の時をも 

   って任期満了により当社会計監査人を退任し、新たに新日本監査法人が選任され就任した。 

  



  (4) 取締役・監査役の報酬の内容 

 
  

  

  (5) 監査報酬の内容 

   当社の辰巳監査法人及びみすず監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号)第2条第1項に規定する業 

  務に基づき契約した監査報酬は18百万円支払っている。 

   上記以外の業務に基づくみすず監査法人への報酬は0百万円で、これは財務報告に係る内部統制に関するア 

  ドバイザリー契約によるものである。 

  

  

 （6）当社におけるコーポレート・ガバナンス体制（模式図） 

                               （平成19年３月31日現在） 

  

 

 当事業年度に取締役及び監査役へ支払った報酬の内容は次のとおりである。

区分

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計

支給人員

（名）

支給額  

（百万円）

支給人員

（名）

支給額  

（百万円）

支給人員

（名）

支給額  

（百万円）

支給人員

（名）

支給額  

（百万円）

支給人員

（名）

支給額  

（百万円）

定款又は株主

総会決議に基

づく報酬
9 76 ― ― 2 13 3 7 14 96

使用人兼務取

締役に対する

使用人給与
4 34 ― ― ― ― ― ― 4 34

計 ― 110 ― ― ― 13 ― 7 ― 131

（注）社外取締役２名については、無報酬であるため上記には記載していない。



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「造船業財務諸表準則」(昭和26年運輸省告示第254号)、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づ

いて作成している。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表に

ついては、辰巳監査法人及び中央青山監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成18年４月１日か

ら平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表

及び財務諸表について、辰巳監査法人及びみすず監査法人により監査を受けている。 

 なお、前連結会計年度及び前事業年度から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年

９月１日に名称を変更し、みすず監査法人となっている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 15,425 21,271

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 13,869 14,228

 ３ 有価証券 33 1,537

 ４ たな卸資産 2,153 2,397

 ５ 未収入金 507 －

 ６ 繰延税金資産 799 2,486

 ７ その他 1,295 1,674

   貸倒引当金 △40 △45

   流動資産合計 34,044 54.8 43,550 59.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 19,830 20,171

    減価償却累計額 12,879 6,950 13,171 7,000

  (2) ドック船台 4,463 4,463

    減価償却累計額 3,643 820 3,692 771

  (3) 機械装置及び運搬具 20,862 21,681

    減価償却累計額 17,197 3,664 17,340 4,340

  (4) 工具器具備品 1,921 1,947

    減価償却累計額 1,700 220 1,694 252

  (5) 土地 9,469 9,467

  (6) 建設仮勘定 327 419

   有形固定資産合計 21,453 34.6 22,252 30.4

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 172 179

  (2) 実用新案権 0 0

  (3) 電話加入権 11 11

   無形固定資産合計 184 0.3 191 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1,2 4,739 6,999

  (2) 長期貸付金 21 20

  (3) 繰延税金資産 1,197 0

  (4) その他 855 771

    貸倒引当金 △427 △511

   投資その他の資産合計 6,386 10.3 7,280 9.9

   固定資産合計 28,024 45.2 29,724 40.6

   資産合計 62,068 100.0 73,274 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※５ 18,056 18,930

 ２ 設備関係支払手形 ※５ 1,128 852

 ３ 短期借入金 ※１ 1,810 1,665

 ４ １年以内償還予定社債 ※１ 100 100

 ５ 未払法人税等 54 44

 ６ 前受金 ※１ 10,733 18,174

 ７ 保証工事引当金 32 74

 ８ 受注工事損失引当金 46 76

 ９ その他 1,681 2,203

   流動負債合計 33,642 54.2 42,120 57.5

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ※１ 150 50

 ２ 長期借入金 ※１ 2,622 2,431

 ３ 繰延税金負債 12 100

 ４ 退職給付引当金 8,712 8,533

 ５ 役員退職慰労引当金 － 102

 ６ 特別修繕引当金 41 50

 ７ その他 194 161

   固定負債合計 11,732 18.9 11,431 15.6

   負債合計 45,375 73.1 53,551 73.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 8,414 13.6 － －

Ⅱ 資本剰余金 5,148 8.3 － －

Ⅲ 利益剰余金 1,734 2.8 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,400 2.2 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定 1 0.0 － －

Ⅵ 自己株式 ※４ △4 △0.0 － －

   資本合計 16,693 26.9 － －

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

62,068 100.0 － －



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － － 8,414 11.5

 ２ 資本剰余金 － － 5,148 7.0

 ３ 利益剰余金 － － 4,361 5.9

 ４ 自己株式 － － △7 △0.0

   株主資本合計 － － 17,916 24.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

－ － 1,805 2.5

 ２ 為替換算調整勘定 － － 1 0.0

   評価・換算差額等合計 － － 1,806 2.5

   純資産合計 － － 19,723 26.9

   負債純資産合計 － － 73,274 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 51,389 100.0 53,846 100.0

Ⅱ 売上原価 47,948 93.3 49,549 92.0

   売上総利益 3,440 6.7 4,297 8.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 給料手当 602 759

 ２ 退職給付費用 59 116

 ３ 貸倒引当金繰入額 83 88

 ４ 研究開発費 ※４ 22 160

 ５ その他 713 1,482 2.9 1,014 2,139 4.0

営業利益 1,958 3.8 2,157 4.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 6 15

 ２ 受取配当金 30 54

 ３ 保険金及び生保配当金 57 46

 ４ 為替差益 ─ 128

 ５ その他 15 110 0.2 23 268 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 166 162

 ２ 為替差損 49 ─

 ３ 持分法による投資損失 0 ─

 ４ その他 70 286 0.5 17 180 0.3

   経常利益 1,782 3.5 2,245 4.2



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 7 8

 ２ 投資有価証券売却益 ─ 7 0.0 23 31 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※１ 656 242

 ２ 過年度役員退職慰労引当 
   繰入額

─ 67

 ３ 減損損失 ※３ 306 ─

 ４ 独占禁止法違反に係る 
      損失 

200 ─

 ５ 過年度損益修正損 39 ─

 ６ 投資有価証券評価損 29 ─

 ７ その他 5 1,237 2.4 0 311 0.6

   税金等調整前 
   当期純利益

552 1.1 1,966 3.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

18 17

   法人税等調整額 △303 △285 △0.5 △678 △661 △1.2

   当期純利益 837 1.6 2,627 4.9



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,148

Ⅱ 資本剰余金期末残高 5,148

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 896

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 837 837

Ⅲ 利益剰余金期末残高 1,734



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 1,734 △4 15,292

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 2,627 2,627

 自己株式の取得 △3 △3

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

─

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 2,627 △3 2,624

平成19年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 4,361 △7 17,916

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,400 1 1,401 16,693

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 2,627

 自己株式の取得 △3

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

405 △0 405 405

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

405 △0 405 3,029

平成19年３月31日残高(百万円) 1,805 1 1,806 19,723



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税金等調整前当期純利益 552 1,966
   減価償却費 1,025 1,323
   貸倒引当金の増加額 83 88
   退職給付引当金の増加額（減少：△） 437 △179
   役員退職慰労引当金の増加額 － 102
   保証工事引当金の増加額 1 42
   受注工事損失引当金の増加額 46 30
   特別修繕引当金の増加額（減少：△） △29 9
   受取利息及び受取配当金 △37 △69
   支払利息 166 162
   為替差益 △15 △2
   投資有価証券売却益 － △23
   投資有価証券評価損 29 －
   有形固定資産売却益 △7 △8
   固定資産処分損 656 242
   減損損失 306 －
   売上債権の増加額 △4,043 △374
   たな卸資産及び前払金の増加額 △1,246 △23
   未収消費税等の減少額（増加：△） 73 △103
   その他流動資産の減少額 248 106
   仕入債務の増加額 4,728 748
   前受金の増加額 3,179 7,440
   その他の流動負債の増加額 558 697
   持分法による投資損失 0 －
   その他 4 0
    小計 6,719 12,176
   利息及び配当金の受取額 38 65
   利息の支払額 △152 △158
   独占禁止法違反に係る課徴金等支払額 － △200
   法人税等の支払額 △20 △22
   営業活動によるキャッシュ・フロー 6,584 11,861
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   預入期間が３ヶ月を超える定期預金の 
   減少額（増加：△）

△1,816 667

   有価証券の取得による支出 － △1,497
   有形固定資産の売却による収入 13 13
   有形固定資産の取得による支出 △2,808 △2,492
   無形固定資産の取得による支出 △174 △48
   投資有価証券の売却・償還による収入 － 73
   投資有価証券の取得による支出 △340 △1,628
   投資その他の資産の売却による収入 2 －
   貸付による支出 － △5
   貸付金の回収による収入 7 6
   その他固定資産の減少額 9 8
   その他固定負債の増加額（減少：△） 0 △2
   投資活動によるキャッシュ・フロー △5,108 △4,904
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
   短期借入金の返済による支出 △1,925 △100
   長期借入による収入 1,950 500
   長期借入金の返済による支出 △429 △736
   社債の償還による支出 △100 △100
   配当金の支払額 △0 △0
   自己株式の取得による支出 △1 △3
   財務活動によるキャッシュ・フロー △506 △439
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 15 2
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 985 6,519
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 10,287 11,273
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 11,273 17,792



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (イ) 連結子会社の数 ６社

   連結子会社は、「第１ 企業の

概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため、省略した。

(イ) 連結子会社の数 ６社

同左

(ロ) 非連結子会社の数 ２社

   非連結子会社は、佐世保重工業

(香港)有限公司、エスアイガスセ

ンターサービス㈱の２社である。

   いずれも小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、当期純利益

(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲から

除いている。

(ロ) 非連結子会社の数 １社

   非連結子会社は、佐世保重工業

(香港)有限公司の１社である。

   非連結子会社は、小規模会社で

あり、合計の総資産、売上高、当

期純利益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため、連結の

範囲から除いている。 

 なお、前連結会計年度まで非連

結子会社であったエス アイ ガ

スセンターサービス㈱は、平成18

年６月30日付けで全ての所有株式

を売却した。

２ 持分法の適用に関する事

項

(イ) 持分法適用の非連結子会社数

      ２社

   佐世保重工業(香港)有限公司

   エス アイ ガスセンターサービ

ス㈱

(イ) 持分法適用の非連結子会社数

      １社

   佐世保重工業(香港)有限公司

(ロ) 持分法の適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社につ

いては、各社の事業年度にかかる

財務諸表を使用している。

(ロ) 持分法の適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社につ

いては、当該会社の事業年度にか

か る 財 務 諸 表 を 使 用 し て い

る。        

(ハ) 持分法を適用しない関連 

  会社数                 ２社 

  持分法非適用会社（㈱九十九観

光ホテル、伊万里湾ポ－トサ－ビ

ス㈱）は、それぞれ当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体として重要性

がないため、持分法の適用から除

外している。

(ハ) 持分法を適用しない関連 

  会社数                 １社 

  持分法非適用会社（伊万里湾ポ

－トサ－ビス㈱）は、当期純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体として重要

性がないため、持分法の適用から

除外している。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の事業年度末日と連結決

算日は一致している。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(イ) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

 (1) 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    …期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定している。)

(イ) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

 (1) 有価証券

  満期保有目的の債券

   …償却原価法（定額法）

  その他有価証券

   時価のあるもの

    …期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定している。)

   時価のないもの

    …移動平均法による原価法

   時価のないもの

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) たな卸資産

   主として原材料及び貯蔵品は移

動平均法による原価法による。半

成工事は個別法による原価法によ

る。

(ロ) デリバティブ

      時価法

 (2) たな卸資産

同左 

 

 

 

(ロ) デリバティブ

同左

(ハ) 重要な減価償却資産の減価償却

方法

   有形固定資産

    定率法を採用している。な

お、主な耐用年数は以下のとお

りである。

   建物及び構築物   ２～60年

   ドック船台     20～45年

   機械装置及び運搬具 ２～17年

(ハ) 重要な減価償却資産の減価償却

方法

同左

    

  

  

(ニ) 重要な引当金の計上基準 (ニ) 重要な引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失の発生

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別の

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。会計基準

変更時差異（4,353百万円）は、

８年による均等額を費用処理して

いる。また、過去勤務債務は、そ

の発生年度に費用処理し、数理計

算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定率法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしている。

 (2) 退職給付引当金

同左

＿＿＿＿＿＿＿＿＿  (3) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備え

るため、役員退職慰労金規程に基

づく当連結会計年度末要支給額を

計上している。

 (3) 保証工事引当金

   製品の保証工事費の支出に充て

るため、保証期間内の保証工事費

用見積額を引当計上している。

 (4) 保証工事引当金

同左

 (4) 特別修繕引当金

   船舶の特別修繕費の支出に充て

るため、過年度の実績を基礎にし

て修繕見積額を引当計上してい

る。

 (5) 特別修繕引当金

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (5) 受注工事損失引当金

      未引渡工事のうち、当連結会計

年度末時点で損失の発生する可能

性が高いと見込まれ、かつ、当該

損失を合理的に見積もることが可

能な工事について、翌期以降の損

失見積もり額を計上している。

 (6) 受注工事損失引当金

同左 

 

 

 

 

 

(ホ) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

(ホ) 重要なリース取引の処理方法

同左

(ヘ) 重要なヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

      金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしているため、

特例処理を採用している。

(ヘ) 重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法
同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象
    （ヘッジ手段） 金利スワップ
    （ヘッジ対象） 借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

  

  (3) ヘッジ方針

      社内規程に基づき、金利変動リ

スクをヘッジしている。

 (3) ヘッジ方針
同左

  (4) ヘッジ有効性評価の方法

      特例処理によっている金利スワ

ップ取引のみのため、有効性の評

価を省略している。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法
同左

(ト) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

 (1) 収益及び費用の計上方法

   売上高は完成基準に基づき、こ

れを計上している。ただし請負金

額が１億円以上で、かつ工事期間

が１年超（艦船修理工事について

は３ヶ月超）の工事については工

事進行基準により計上している。

(ト) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

 (1) 収益及び費用の計上方法

同左

 (2) 消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっている。

(2) 消費税等の会計処理
同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 全面時価評価法を採用している。 同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定の償却については、発

生年度に一時償却することとしてい

る。

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 のれん及び負ののれんの償却につい

ては、発生年度に一時償却することと

している。

８ 利益処分項目等の取り扱

いに関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分につき、連結会計年度中に確定

した利益処分に基づき作成している。

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

同左



 
  

到来する短期投資からなる。



(会計方針の変更) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 固定資産の減損に係る会計基準 

  当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

いる。これにより税金等調整前当期純利益は306百万円

減少している。なお、セグメント情報に与える影響は

（セグメント情報）に記載している。又、減損損失累計

額については、当該各資産の金額から直接控除してい

る。

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

 

 

 

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 役員退職慰労引当金の新設 

  当社は、従来、取締役及び監査役に対する退職慰労金

を支出時の費用として計上していたが、当連結会計年度

より、内規を基礎として算定された期末の支給見積額を

役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。こ

の変更は平成19年４月27日の取締役会及び監査役会にお

いて、定時株主総会での承認を条件として、取締役及び

監査役の退職慰労金制度を平成19年６月の定時株主総会

をもって廃止することとし、廃止日までの在任期間に対

応する退職慰労金は廃止日に金額を確定し、役員退任時

に支給することを決定したことによるものである。これ

により、今後は、会社業績に加え個人貢献度も反映して

決定される年次報酬に一本化されることとなる。この変

更に伴い過年度相当額67百万円は特別損失に、当期発生

額35百万円は販売費及び一般管理費に計上している。こ

の結果、従来の方法と比べ営業利益及び経常利益は35百

万円、税金等調整前当期純利益は102百万円それぞれ少

なく計上されている。なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載している。 

 この変更は、上述のとおり平成19年４月における役員

退職慰労金制度の見直しを契機として行われたものであ

り、当中間連結会計期間においては従来の方法によって

いる。この変更を行った場合に比べ、当中間連結会計期

間の営業利益及び経常利益は17百万円、税金等調整前中

間純利益は85百万円それぞれ多く計上されている。

 連結貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

  当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用している。これによる損益に与える影

響はない。なお、従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は19,723百万円である。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成している。



次へ 

(表示方法の変更) 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 連結貸借対照表 

  当連結会計年度から、「未収入金」（当連結会計年度

686百万円）は、金額が僅少となったため、流動資産の

「その他」に含めて表示している。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 担保について

  (1) 固定資産のうち建物408百万円、土地800百万円

及び下記の6,785百万円（工場財団組成）につい

ては、短期借入金745百万円、長期借入金2,502百

万円の担保に供している。

建物及び構築物 3,590百万円

ドック船台 802

機械装置及び運搬具 1,127

工具器具備品 2

土地 1,261

計 6,785

※１ 担保について

  (1) 固定資産のうち建物404百万円、土地800百万円

及び下記の6,534百万円（工場財団組成）につい

ては、短期借入金745百万円、長期借入金2,356百

万円の担保に供している。

建物及び構築物 3,529百万円

ドック船台 755

機械装置及び運搬具 985

工具器具備品 2

土地 1,261

計 6,534

  (2) 投資有価証券3,430百万円は、１年以内償還予

定社債100百万円、社債150百万円の担保に供して

いる。

  (2) 投資有価証券3,565百万円は、１年以内償還予

定社債100百万円、社債50百万円の担保に供して

いる。

  (3) 定期預金4,176百万円は、前受金4,176百万円の

担保に供している。

  (3) 定期預金2,459百万円は、前受金2,459百万円の

担保に供している。

※２ 非連結子会社の株式

投資有価証券(株式) 11百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社の株式

投資有価証券(株式) 14百万円

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式161,955千株

である。

※３    ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

※４ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する自己株式の数は、普通株式33千株

である。

※５    ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

※４    ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

※５ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含ま

れている。 

 受取手形        95百万円 

 支払手形        289百万円 

  設備関係支払手形       382百万円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  
２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、単元未満株式の買取によるものである。 

  
３ 配当に関する事項 

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 主なものは、建設仮勘定除却損575百万円であ

る。

※１ 主なものは、有形固定資産（構築物等）の除却に

よるものである。

※２ 主なものは、有形固定資産(土地等)の売却による

ものである。

※２ 主なものは、有形固定資産(土地等)の売却による

ものである。

※３  減損損失 

(1) 減損損失を認識した資産グル－プ及び減損 

    損失額 

   （用途） 遊休 

   （種類） 土地 

   （場所） 長崎県佐世保市有福町 

           （白毛地区）ほか 

   （金額） 306 百万円 

(2) 資産のグル－ピングの方法 

  資産のグル－ピングは、原則として事業の種類別

セグメント単位とし、遊休資産は個々の物件単位で

グル－ピングしている。 

(3) 減損損失の認識に至った経緯 

  当該遊休資産において、市場価格が下落したた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額した。 

(4) 回収可能価額の算定方法 

  回収可能価額は、正味売却価額により算定し、不

動産鑑定評価額を使用している。

※３    ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、22百万円である。

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、160百万円である。

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 161,955,000 ― ― 161,955,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 33,127 9,662 ― 42,789

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 323 2.0 平成19年３月31日 平成19年６月29日



次へ 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

(リース取引関係) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 15,425百万円

有価証券 33 〃

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,186 〃

現金及び現金同等物 11,273 〃

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 21,271百万円

有価証券
預入期間が３か月を超える定期預金

1,537
△3,519

〃
〃

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △1,497 〃

現金及び現金同等物 17,792 〃

２ 重要な非資金取引の内容

  該当事項なし

２ 重要な非資金取引の内容

同左

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が、借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１ リース物件の所有権が、借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

93 32 60

工具器具備品 200 116 83

ソフトウェア 366 83 282

合計 659 232 427

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

140 54 86

工具器具備品 208 123 84

ソフトウェア 598 209 389

合計 947 387 560

   取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。

同左

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 129百万円

１年超 298 〃

合計 427 〃

   未経過リ－ス料期末残高相当額は、未経過リ－ス

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 197百万円

１年超 363 〃

合計 560 〃

同左

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 112百万円

減価償却費相当額 112 〃

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 186百万円

減価償却費相当額 186 〃

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引 

  該当事項なし。

２ オペレーティング・リース取引

同左



(有価証券関係) 

１ 前連結会計年度 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

 
  

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

       該当なし 

  

(3) 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

その他有価証券 

非上場株式               129 百万円 

  

(4) その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成18年３月31日) 

 
  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

(1) 株式 2,148 4,495 2,347

(2) その他 83 83 0

小計 2,231 4,578 2,347

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1) 株式 20 19 △0

(2) その他 33 33 △0

小計 53 52 △0

合計 2,285 4,631 2,346

種類
１年以内
(百万円)

１年超５年以内 
(百万円)

債券

 社債 － 19

その他 33 83

合計 33 103



前へ   次へ 

２ 当連結会計年度 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

 
(2) その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

 
  

(3) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

          売却額         102百万円 

       売却益の合計額      23百万円 

           売却損の合計額       0百万円  

(4) 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日) 

  満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー            499百万円 

 債券              500百万円 

  その他有価証券 

非上場株式            75百万円 

 ＭＭＦ                    10百万円 

(5) その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成19年３月31日) 

 
  

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

連結決算日に
おける時価 
(千円)

差額 
(千円)

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの

998 997 △0

合計 998 997 △0

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

(1) 株式 2,184 5,458 3,274

(2) その他 83 83 0

小計 2,267 5,542 3,274

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1) 株式 1,092 846 △245

(2) 債券

   社債 20 19 △0

(3) その他 29 29 △0

小計 1,142 896 △245

合計 3,410 6,439 3,028

種類
１年以内
(百万円)

１年超５年以内 
(百万円)

債券

 社債 － 19

その他 113 －

合計 113 19



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日まで） 

１ 取引の状況に関する事項 

 外貨建資産、負債に係る将来の取引市場での為替相場の変動によるリスクを回避する目的で、外貨

建資産、負債の範囲内で為替予約取引を利用している。取引に係るリスクは経理部にて管理し、信用

度の高い金融機関のみを取引相手として為替予約取引を行っているので信用リスクはないと判断して

いる。 

２ 取引の時価等に関する事項 

    (1)通貨関連 

 
     (注) １. 時価の算定方法 

        取引金融機関から提示された価格に基づき算定している。 

        ２. ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

当連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日まで） 

１ 取引の状況に関する事項 

 外貨建資産、負債に係る将来の取引市場での為替相場の変動によるリスクを回避する目的で、外貨

建資産、負債の範囲内で為替予約取引を利用している。取引に係るリスクは経理部にて管理し、信用

度の高い金融機関のみを取引相手として為替予約取引を行っているので信用リスクはないと判断して

いる。 

２ 取引の時価等に関する事項 

    該当事項なし。 
      なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象 
     から除いている。 
  

区分 種類

前連結会計年度（平成18年３月31日）

契約額等
契約額等のうち

１年超
時価 評価損益

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

市場取
引以外
の取引

為替予約取引

 売建

  米ドル 4,588 ─ 4,655 △66

合計 4,588 ─ 4,655 △66



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。 

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。 

連結子会社は、退職一時金制度のみを設けている。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

 
(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

 
(注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上している。 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)(百万円)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)(百万円)

イ 退職給付債務 △11,738 △10,783

ロ 年金資産 1,692 1,589

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △10,046 △9,193

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 1,088 544

ホ 未認識数理計算上の差異 245 116

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △8,712 △8,533

ト 退職給付引当金 △8,712 △8,533

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(百万円)

イ 勤務費用（注１） 384 458

ロ 利息費用 121 117

ハ 期待運用収益 △71 △76

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 544 544

ホ 数理計算上の差異の費用処理 253 90

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 1,232 1,134



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法 同左

ロ 割引率 1.0％ 同左

ハ 期待運用収益率 4.5％
同左

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 １年 同左

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ５年(発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年
数による定率法による。)

同左

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ８年 同左



前へ 

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  
(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

いる。 

  

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  

 
  

  

  

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

繰延税金資産

貸倒引当金 154百万円 185百万円

未払賞与 153 〃 180 〃

退職給付引当金 3,524 〃 3,451 〃

繰越欠損金 2,938 〃 2,236 〃

その他 566 〃 486 〃

繰延税金資産小計 7,336 〃 6,541 〃

評価性引当額 △4,358 〃 △2,884 〃

繰延税金資産合計 2,978 〃 3,657 〃

繰延税金負債

土地圧縮積立金 △47 〃 △47 〃

その他有価証券評価差額金 △946 〃 △1,223 〃

繰延税金資産の純額 1,984 〃 2,386 〃

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

流動資産……繰延税金資産 799百万円 2,486百万円

固定資産……繰延税金資産 1,197 〃 0 〃

固定負債……繰延税金負債 △12 〃 △100 〃

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

法定実効税率 40.5 ％ 40.5 ％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 19.7 〃 △0.1 〃

住民税等均等割額 3.3 〃 0.9 〃

評価性引当額増減額 

(スケジューリング不能な項目)
△109.0 〃 △74.9 〃

税率変更による期末繰延税金資産の修正 △6.5 〃 － 〃

子会社実効税率差異 △0.1 〃 △0.0 〃

持分法による投資損益に対する税額 0.0 〃 － 〃

その他 0.4 〃 0.0 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △51.7 〃 △33.6 〃



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

船舶 
(百万円)

機械・鉄構
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

41,582 8,877 928 51,389 ─ 51,389

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ 219 1,284 1,503 (1,503) ─

計 41,582 9,097 2,213 52,893 (1,503) 51,389

営業費用 39,373 8,481 2,202 50,057 (626) 49,430

営業利益 2,208 615 11 2,835 (877) 1,958

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 18,385 7,310 157 25,852 36,216 62,068

減価償却費 549 233 10 794 230 1,025

減損損失 ─ ─ ─ ─ 306 306

資本的支出 572 1,177 7 1,757 257 2,015



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行

っている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 船舶……………油送船、ばら積貨物船、石炭運搬船、鉱石運搬船、木材運搬船、LPG船、冷凍運搬船、コ

ンテナ船、艦艇、海洋調査船等の建造、改造及び修理 

(2) 機械・鉄構……製鉄機械、プレス機械、熱交換機、冷凍装置、造水装置、圧力装置、塔槽類、舶用ボイラ

ー、フィンスタビライザー等各種舶用機械、クランク軸等各種ディーゼル機関部品、舵構

造、橋梁、水門扉、水圧鉄管、タンク、鉄骨、ケーブルクレーン、鋼製プール 

(3) その他…………運輸、設備管理、ゴルフ場、各種代理店、その他 

３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおり。 

 
４ 「連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (ニ) 重要な引当金の計上

基準 (3)役員退職慰労引当金（会計処理の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度から役員退職慰労引

当金を計上している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用

は「消去又は全社」が35百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

  

船舶 
(百万円)

機械・鉄構
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

43,999 8,848 998 53,846 ─ 53,846

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ 565 1,352 1,918 (1,918) ─

計 43,999 9,414 2,351 55,765 (1,918) 53,846

営業費用 41,814 8,170 2,255 52,241 (552) 51,688

営業利益 2,184 1,243 95 3,523 (1,366) 2,157

Ⅱ 資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 18,633 8,205 179 27,017 46,256 73,274

減価償却費 673 378 9 1,062 260 1,323

資本的支出 1,403 682 10 2,096 232 2,328

前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用の金額

874 1,356
提出会社の総務部門等管理部門に
係る費用

消去又は全社の項目に含めた
全社資産の金額

36,216 46,256

提出会社における余資運用資金
(現金及び有価証券)、長期投資資
金(投資有価証券)及び管理部門に
係る資産等



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、在外連結子会社及び支店がないため記載していな

い。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区別は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 中米…………パナマ 

(2) 欧州…………ギリシャ、トルコ、イタリア、イギリス、ドイツ 

(3) アジア………中国、シンガポ－ル 

(4) アフリカ……リベリア 

(5) その他………米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

４ 当連結会計年度において、「欧州」地域への売上高が当連結売上高の10％を超えたため区分掲記することと

した。なお、前連結会計年度の「その他」には279百万円の「欧州」向け売上高が含まれている。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区別は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 中米…………パナマ、バハマ 

(2) 欧州…………ギリシャ、ドイツ 

(3) アジア………香港、シンガポ－ル、フィリピン 

(4) アフリカ……リベリア、エジプト 

(5) その他………米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

中米 欧州 アジア アフリカ その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 24,127 9,007 2,893 471 429 36,929

Ⅱ 連結売上高(百万円) 51,389

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

47.0 17.5 5.6 0.9 0.8 71.8

中米 欧州 アジア アフリカ その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 22,777 1,702 203 14,119 846 39,648

Ⅱ 連結売上高(百万円) 53,846

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

42.3 3.1 0.4 26.2 1.6 73.6



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項なし。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

 ※１ ㈱メタルワン社の所有割合は9.32％となっている。 

  ※２ 鋼材仕入等については、株メタルワン社から提示された価格と、他の仕入先との取引 

     価格を勘案してその都度交渉の上、決定している。 

  ※３ 支払利息については、市場金利を勘案して決定している。 

  ※４ 立野進一氏は、平成19年１月４日付で㈱メタルワン代表取締役に就任しており、取引 

     金額の記載につき就任時からの金額を記載している。 

  ※５ 取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含んでいる。 

  

属性
会社等  
の名称

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の  
内容

取引金額
（百万円）
（※４）

科目
期末残高
（百万円）

役員及  
びその  
近親者

立野進一

㈱メタルワ
ン代表取締
役副社長執
行役員

なし  
（※１）

当社取締役

鋼材仕入等
（※２）

2,651 買掛金 6,233

支払利息
（※３）

14 未払費用 10



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項なし。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社の出資先である株式会社九州親和ホールディングスは、平成19年５月24日に同日開催した取締役

会において、株主総会の承認及び関係当局の許可を前提として子会社である株式会社親和銀行を株式会

社ふくおかファイナンシャルグループの完全子会社とする経営統合を実施し、株式会社親和銀行の経営

再建及び資本支援等を実施することを約した「経営支援に係る基本合意書」を締結することを決議した

ことを公表した。今後平成19年７月６日を目処として、株式会社九州親和ホールディングス及び株式会

社親和銀行と株式会社ふくおかファイナンシャルグループとにおいて本経営統合に関する契約を締結

し、平成19年10月１日以降に本経営統合が実行される。株式会社九州親和ホールディングスについて

は、本経営統合後清算される。 

 今後、株式会社九州親和ホールディングスの残余財産分配状況によっては、当社が保有している同社

の以下の投資有価証券について評価損が計上される可能性がある。 

 １．株式数      4,505,298株 

 ２．取得価額     1,022百万円 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 103円09銭 １株当たり純資産額 121円81銭

１株当たり当期純利益金額 5円17銭 １株当たり当期純利益金額 16円23銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、
潜在株式が存在しないため記載していない。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、
潜在株式が存在しないため記載していない。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益 
(百万円)

837 2,627

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益
(百万円)

837 2,627

普通株式の期中平均株式数(千株) 161,925 161,916



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
  

（注）１ 連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

 
  

   ２ 当期末残高の（ ）内の金額は、１年以内に償還が予定されている社債である。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期中平均借入残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

である。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

佐世保重工業㈱ 第１回無担保社債
平成15年 
６月26日

250
150

(100)
0.27 無担保社債

平成20年
６月26日

合計 ― ― 250
150

(100)
― ― ―

１年以内 
（百万円）

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円）

４年超５年以内 
(百万円）

100 50 ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,025 925 2.0 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 785 740 1.7 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

2,622 2,431 1.7 平成27年４月15日

その他の有利子負債 
 支払手形 
 買掛金

3,441 
―

― 
4,072

1.3 平成19年８月31日

合計 7,874 8,168 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 1,109 609 240 105



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 15,154 21,019

 ２ 受取手形 ※６ 986 947

 ３ 売掛金 12,792 13,308

 ４ 有価証券 ― 1,497

 ５ 原材料及び貯蔵品 723 697

 ６ 半成工事 1,416 1,685

 ７ 前払金 1,140 920

 ８ 前払費用 30 13

 ９ 繰延税金資産 790 2,475

 10 未収入金 ※４ 734 835

 11 その他 122 44

   貸倒引当金 △112 △57

   流動資産合計 33,779 54.8 43,387 59.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 10,427 10,523

    減価償却累計額 7,311 3,115 7,516 3,007

  (2) 構築物 9,359 9,622

    減価償却累計額 5,531 3,828 5,631 3,991

  (3) ドック船台 4,463 4,463

    減価償却累計額 3,643 820 3,692 771

  (4) 機械装置 20,108 20,923

    減価償却累計額 16,503 3,604 16,656 4,267

  (5) 船舶 126 126

    減価償却累計額 116 10 117 9

  (6) 車両運搬具 409 432

    減価償却累計額 382 26 390 41

  (7) 工具器具備品 1,894 1,924

    減価償却累計額 1,678 216 1,676 248

  (8) 土地 9,437 9,435

  (9) 建設仮勘定 327 419

   有形固定資産合計 21,387 34.7 22,190 30.4



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 171 178

  (2) 実用新案権 0 0

  (3) 電話加入権 10 10

   無形固定資産合計 181 0.3 189 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 4,580 6,844

  (2) 関係会社株式 53 56

  (3) 出資金 19 19

  (4) 長期貸付金 3 3

  (5) 従業員長期貸付金 17 16

  (6) 破産債権更生債権等 232 232

  (7) 繰延税金資産 1,196 ―

  (8) 長期未収債権 ※４ 508 479

   (9) その他 94 87

    貸倒引当金 △427 △560

   投資その他の資産合計 6,279 10.2 7,180 9.8

   固定資産合計 27,848 45.2 29,559 40.5

   資産合計 61,628 100.0 72,947 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形
※４ 
※６

12,183 5,399

 ２ 設備関係支払手形
※４ 
※６

1,128 852

 ３ 買掛金 ※４ 5,901 13,698

 ４ 短期借入金 ※１ 1,810 1,665

 ５ １年以内償還予定社債 ※１ 100 100

 ６ 未払金 241 39

 ７ 未払費用 ※４ 1,226 1,916

 ８ 未払法人税等 51 43

 ９ 前受金 ※１ 10,733 18,174

 10 預り金 92 175

 11 保証工事引当金 32 74

 12 受注工事損失引当金 46 76

 13 その他 66 ―

   流動負債合計 33,612 54.5 42,214 57.9

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ※１ 150 50

 ２ 長期借入金 ※１ 2,622 2,431

 ３ 長期未払金 65 35

 ４ 繰延税金負債 ― 90

 ５ 退職給付引当金 8,676 8,495

 ６ 役員退職慰労引当金 ― 102

 ７ 特別修繕引当金 41 50

   固定負債合計 11,556 18.8 11,257 15.4

   負債合計 45,169 73.3 53,471 73.3



 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 8,414 13.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 5,148 ―

   資本剰余金合計 5,148 8.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,456 ―

 ２ 任意積立金

   土地圧縮積立金 70 ―

 ３ 当期未処分利益 3 ―

   利益剰余金合計 1,529 2.5 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,372 2.2 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※３ △4 △0.0 ― ―

   資本合計 16,459 26.7 ― ―

   負債・資本合計 61,628 100.0 ― ―

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本 ― ― 8,414 11.5

 １ 資本金

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 5,148

   資本剰余金合計 ― ― 5,148 7.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,456

  (2) その他利益剰余金

   土地圧縮積立金 ― 70

   繰越利益剰余金 ― 2,612

   利益剰余金合計 ― ― 4,139 5.7

 ４ 自己株式 ― ― △7 △0.0

   株主資本合計 ― ― 17,693 24.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 1,782 2.4

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,782 2.4

   純資産合計 ― ― 19,475 26.7

   負債純資産合計 ― ― 72,947 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 50,528 100.0 52,889 100.0

Ⅱ 売上原価 47,093 93.2 48,669 92.0

   売上総利益 3,434 6.8 4,220 8.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 給料手当 578 736

 ２ 退職給付費用 59 116

 ３ 福利厚生費 68 181

 ４ 旅費交通費 100 106

 ５ 会費 40 43

 ６ 租税 87 86

 ７ 減価償却費 29 28

 ８ 賃借料 139 182

 ９ 研究開発費 ※４ 22 160

 10 引合費用 81 91

 11 貸倒引当金繰入額 80 77

 12 その他 155 1,444 2.9 279 2,089 4.0

   営業利益 1,990 3.9 2,130 4.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 6 15

 ２ 受取配当金 30 53

 ３ 保険金及び生保配当金 57 46

 ４ 為替差益 ─ 128

 ５ その他 14 108 0.2 17 261 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 166 162

 ２ 為替差損 49 ─

 ３ その他 70 285 0.5 8 171 0.3

   経常利益 1,813 3.6 2,221 4.2



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 7 8

 ２ 投資有価証券売却益 ─ 7 0.0 23 31 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※１ 656 237

 ２ 過年度役員退職慰労 
   引当繰入額

─ 67

 ３ 減損損失 ※３ 306 ─

 ４ 独占禁止法違反に係る 
      損失

200 ─

 ５ 過年度損益修正損 39 ─

 ６ 投資有価証券評価損 29 ─

 ７ その他 3 1,235 2.5 1 306 0.6

   税引前当期純利益 585 1.1 1,946 3.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

13 13

   法人税等調整額 △303 △289 △0.6 △676 △663 △1.2

   当期純利益 874 1.7 2,609 4.9

   前期繰越損失 871 ―

   当期未処分利益 3 ―



売上原価明細書 

  

 
(注) 原価計算の方式について 

当社の原価計算の方法は個別原価計算を主体として、一部ドック・船台・設計の部門については総合原価計算

を採用している。 

原価計算の手続き上予定率をもって配賦しているものは、賃金及び間接費等である。この場合、期末に生じた

予定額と実際発生額との差額が多額のときは調整し、当期負担額は売上原価に計上している。 

なお、直接労務費と製造間接費の両者を加工費として直接作業時間又は機械時間により個別工事に配賦してい

るが、このうち直接労務費の割合は前事業年度約44％、当事業年度約40％である。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

１ 直接材料費 24,303 51.6 25,293 52.0

２ 直接経費 10,242 21.7 11,160 22.9

３ 用役費 1,508 3.2 1,622 3.3

４ 加工費 12,085 25.7 11,211 23.0

５ 原価差額 △1,094 △2.3 △691 △1.4

６ 保証工事引当金繰入額 32 0.1 74 0.2

７ 保証工事引当金戻入額 △31 △0.1 △32 △0.1

８ 受注工事損失引当金繰入額 46 0.1 76 0.2

９ 受注工事損失引当金戻入額 ― ― △46 △0.1

売上原価 47,093 100.0 48,669 100.0



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

前事業年度
株主総会承認年月日 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 3

Ⅱ 次期繰越利益 3



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 5,148

事業年度中の変動額

 当期純利益 ─

 自己株式の取得 ─

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

─

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ ─

平成19年３月31日残高(百万円) 8,414 5,148 5,148

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

土地圧縮積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,456 70 3 1,529 △4 15,087

事業年度中の変動額

 当期純利益 2,609 2,609 2,609

 自己株式の取得 ─ △3 △3

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

─ ─

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ 2,609 2,609 △3 2,606

平成19年３月31日残高(百万円) 1,456 70 2,612 4,139 △7 17,693

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,372 1,372 16,459

事業年度中の変動額

 当期純利益 2,609

 自己株式の取得 △3

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

409 409 409

事業年度中の変動額合計(百万円) 409 409 3,016

平成19年３月31日残高(百万円) 1,782 1,782 19,475



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   …移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

 ①時価のあるもの

   …期末日の市場価格等に基づく

時価法

    (評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定してい

る)

(2) 満期保有目的の債券

   …償却原価法（定額法）

(3) その他有価証券

 ①時価のあるもの

   …期末日の市場価格等に基づく

時価法

    (評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定してい

る)

 ②時価のないもの

   …移動平均法による原価法

 ②時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 原材料及び貯蔵品 

   …移動平均法による原価法

(1) 原材料及び貯蔵品

同左

(2) 半成工事 

   …個別法による原価法

(2) 半成工事

同左

３ デリバティブ 時価法 同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用している。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。

  建物及び構築物    ２～60年

  ドック船台      20～45年

  機械装置及び車両運搬具２～17年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法を採用している。

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

いる。

(2) 無形固定資産

同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失の発生に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別の回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

している。

(1) 貸倒引当金

同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

している。会計基準変更時差異

（4,353百万円）は、８年による均

等額を費用処理している。また、過

去勤務債務は、その発生年度に費用

処理し、数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(５年)による定率法

により翌事業年度から費用処理する

こととしている。

(2) 退職給付引当金

同左

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ (3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づく

当事業年度末要支給額を計上してい

る。

(3) 保証工事引当金

  製品の保証工事費の支出に充てる

ため、保証期間内の保証工事費用を

見積り計上している。

(4) 保証工事引当金

同左

(4) 特別修繕引当金

  船舶の特別修繕費の支出に充てる

ため、過年度の実績を基礎にして修

繕見積額を引当計上している。

(5) 特別修繕引当金

同左

(5) 受注工事損失引当金

    未引渡工事のうち、当事業年度末

時点で損失の発生する可能性が高い

と見込まれ、かつ、当該損失を合理

的に見積もることが可能な工事につ

いて、翌事業年度以降の損失見積も

り額を計上している。

(6) 受注工事損失引当金

６ 収益及び費用の計上基準  売上高及び売上原価は、工事完成基

準に基づき、これを計上している。 

 ただし、請負金額が１億円以上で、

かつ、工事期間が１年超（艦船修理工

事については３ヶ月超）の工事につい

ては、工事進行基準により計上してい

る。

同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

同左

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

    金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしているため、特例

処理を採用している。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  （ヘッジ手段）

    金利スワップ

  （ヘッジ対象）

    借入金

(3) ヘッジ方針

    社内規程に基づき、金利変動リス

クをヘッジしている。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

    特例処理によっている金利スワッ

プ取引のみのため、有効性の評価を

省略している。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

   

  

  

(3) ヘッジ方針

同左 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。

消費税等の会計処理 

同左



(会計方針の変更) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

固定資産の減損に係る会計基準

  当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会  平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号  平成15年10月31日）を適用

している。これにより税引前当期純利益は306百万円減

少している。なお、減損損失累計額については、当該

各資産の金額から直接控除している。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役員退職慰労引当金の新設

 当社は、従来、取締役及び監査役に対する退職慰労金

を支出時の費用として計上していたが、当事業年度よ

り、内規を基礎として算定された当事業年度末の要支

給見積額を役員退職慰労引当金として計上する方法に

変更した。この変更は平成19年４月27日開催の取締役

会及び監査役会において、定時株主総会での承認を条

件として、取締役及び監査役の退職慰労金制度を平成

19年６月の定時株主総会をもって廃止することとし、

廃止日までの在任期間に対応する退職慰労金は廃止日

に金額を確定し、役員退任時に支給することを決定し

たことによるものである。これにより、今後は、会社

業績に加え個人貢献度も反映して決定される年次報酬

に一本化されることとなる。この変更に伴い、過年度

相当額67百万円は特別損失に、当期発生額35百万円は

販売費及び一般管理費に計上している。この結果、従

来と比べ営業利益及び経常利益は35百万円、税引前当

期純利益は102百万円それぞれ少なく計上されている。 

 なお、この変更は上述のとおり平成19年４月におけ

る役員退職慰労金制度の見直しを契機に行われたもの

であり、当中間会計期間においては従来の方法によっ

ている。この変更を行った場合に比べ、当中間会計期

間の営業利益及び経常利益は17百万円、税引前中間純

利益は85百万円それぞれ多く計上されている。

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（木業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号）を適用している。これによる損益に与

える影響はない。なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は19,475百万円である。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

いる。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 担保について

  (1) 固定資産のうち建物408百万円、土地800百万円

及び下記の6,785百万円（工場財団組成）につい

ては、短期借入金745百万円、長期借入金2,502百

万円の担保に供している。

 建物 2,130百万円

 構築物 1,460

 ドック船台 802

 機械装置 1,101

 船舶 5

 車両運搬具 20

 工具器具備品 2

 土地 1,261

 計 6,785

※１ 担保について

  (1) 固定資産のうち建物404百万円、土地800百万円

及び下記の6,534百万円（工場財団組成）につい

ては、短期借入金745百万円、長期借入金2,356百

万円の担保に供している。

建物 1,999百万円

構築物 1,529

ドック船台 755

機械装置 962

船舶 4

車両運搬具 18

工具器具備品 2

土地 1,261

計 6,534

  (2) 投資有価証券3,430百万円は、１年以内償還予

定社債100百万円、社債150百万円の担保に供して

いる。

  (2) 投資有価証券3,565百万円は、１年以内償還予

定社債100百万円、社債50百万円の担保に供して

いる。

  (3) 定期預金4,176百万円は、前受金4,176百万円の

担保に供している。

  (3) 定期預金2,459百万円は、前受金2,459百万円の

担保に供している。

※２ 授権株式数及び発行済株式総数について

  (1) 授権株式数   普通株式 353,675,000株

    ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ

とになっている。

  (2) 発行済株式総数 普通株式 161,955,000株

※２     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

 

 

※３ 自己株式

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式33,127

株である。

※３     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

※４ 関係会社に対する債権債務

未収入金 

支払手形 

買掛金 

未払費用

257

176

199

21

百万円

百万円

百万円

百万円

※４ 関係会社に対する債権債務

未収入金 

長期未収債権 

支払手形 

設備関係支払手形 

買掛金 

未払費用

164

49

93

45

236

51

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

 ５ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,372百

万円である。

※６     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 ５     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 
 
 

※６  期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理している。 

  なお、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれて

いる。

   受取手形       91百万円
   支払手形      289百万円
       設備関係支払手形  382百万円



(損益計算書関係) 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 主なものは、建設仮勘定除却損575百万円であ

る。

※１ 主なものは、有形固定資産（構築物等）の除却に

よるものである。

※２ 主なものは、有形固定資産(土地等)の売却による

ものである。

※２ 有形固定資産(土地)の売却によるものである。

※３ 減損損失

(1) 減損損失を認識した資産グル－プ及び減損 

    損失額

※３      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

    （用途）  遊休 

（種類）  土地 

（場所）  長崎県佐世保市有福町 

         （白毛地区）ほか 

（金額）  306百万円

    

(2) 資産のグル－ピングの方法

      資産のグル－ピングは、原則として事業の種類別

セグメント単位とし、遊休資産は個々の物件単位で

グル－ピングしている。

(3) 減損損失の認識に至った経緯

      当該遊休資産において、市場価格が下落したた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額した。

(4) 回収可能価額の算定方法

      回収可能価額は、正味売却価額により算定し、不

動産鑑定評価額を使用している。

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、22百万円である。

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、160百万円である。



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、単元未満株式の買取によるものである。 

  

(リース取引関係) 

  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 33,127 9,662 － 42,789

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が、借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１ リース物件の所有権が、借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び 
運搬具

81 32 48

工具器具備品 200 116 83

ソフトウェア 366 83 282

合計 647 232 415

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具

81 44 36

工具器具備品 208 123 84

ソフトウェア 598 209 389

合計 888 377 510

   取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有

形固定資産の期末残高に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定している。

 

同左

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 127百万円

１年超 287 〃

合計 415 〃

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 186百万円

１年超 324 〃

合計 510 〃

   未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ－ス

料期末残高が有形固定資産の期末残高に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定している。

同左

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 112百万円

減価償却費相当額 112 〃

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 177百万円

減価償却費相当額 177 〃

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引 

  該当事項なし。

２ オペレーティング・リース取引

同左



(有価証券関係) 

  

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはな

い。 

  

(税効果会計関係) 

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  

 
  

  

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

繰延税金資産

貸倒引当金 154百万円 185百万円

未払賞与 143 〃 168 〃

退職給付引当金 3,514 〃 3,429 〃

繰越欠損金 2,917 〃 2,226 〃

その他 565 〃 496 〃

繰延税金資産小計 7,294 〃 6,507 〃

評価性引当金 △4,326 〃 △2,861 〃

繰延税金資産合計 2,968 〃 3,645 〃

繰延税金負債

土地圧縮積立金 △47 〃 △47 〃

その他有価証券評価差額金 △934 〃 △1,213 〃

繰延税金負債合計 △981 △1,260

繰延税金資産の純額 1,986 〃 2,384 〃

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

法定実効税率 40.5 ％ 40.5 ％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 18.5 〃 △0.2 〃

住民税均等割額 2.3 〃 0.7 〃

評価性引当額増減額 

(スケジューリング不能な項目)
△104.6 〃 △75.3 〃

税率変更による期末繰延税金資産の修正 △6.2 〃 0.2 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △49.5 〃 △34.1 〃



(１株当たり情報) 

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 該当事項なし 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社の出資先である株式会社九州親和ホールディングスは、平成19年５月24日に同日開催した取締役

会において、株主総会の承認及び関係当局の許可を前提として子会社である株式会社親和銀行を株式会

社ふくおかファイナンシャルグループの完全子会社とする経営統合を実施し、株式会社親和銀行の経営

再建及び資本支援等を実施することを約した「経営支援に係る基本合意書」を締結することを決議した

ことを公表した。今後平成19年７月６日を目処として、株式会社九州親和ホールディングス及び株式会

社親和銀行と株式会社ふくおかファイナンシャルグループとにおいて本経営統合に関する契約を締結

し、平成19年10月１日以降に本経営統合が実行される。株式会社九州親和ホールディングスについて

は、本経営統合後清算される。 

 今後、株式会社九州親和ホールディングスの残余財産分配状況によっては、当社が保有している同社

の以下の投資有価証券について評価損が計上される可能性がある。 

 １．株式数      4,505,298株 

 ２．取得価額     1,022百万円 

  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 101円65銭 １株当たり純資産額 120円29銭

 
１株当たり当期純利益金額 5円40銭

 
１株当たり当期純利益金額 16円12銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、
潜在株式が存在しないため記載していない。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、
潜在株式が存在しないため記載していない。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益 
(百万円)

874 2,609

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

─ ─

普通株式に係る当期純利益
(百万円)

874 2,609

普通株式の期中平均株式数
(千株)

161,925 161,916



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 新日本製鐵㈱ 3,470,000 2,873

㈱九州親和ホールディングス 4,505,298 779

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 566 753

㈱商船三井 286,589 374

三井造船㈱ 548,000 273

㈱みずほファイナンシャルグループ 315 239

㈱十八銀行 429,332 236

㈱西日本シティ銀行 310,163 162

九州電力㈱ 44,806 150

神戸発動機㈱ 300,000 67

その他（36銘柄） 1,146,882 434

計 11,041,951 6,344

銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
満期保有目的の
債券

第240回２年利付国債 1,000 998

コマーシャルペーパー 500 499

小計 1,500 1,497

投資有価証券
満期保有目的の
債券

ステップアップ・バミューダ
コーラブル債

500 500

小計 500 500

計 2,000 1,997



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)1 当期増加額の主なものは次の通りである。 

(1)構築物    小総組場           203百万円  

         赤崎岸壁改修         135百万円 

(2)機械装置   300Tonクレーン設置      680百万円 

         機械設備更新         321百万円 

(3)建設仮勘定  新造船設備          984百万円 

         機械設備増強工事       307百万円 

         赤崎岸壁改修工事       268百万円 

    2 当期減少額の主なものは次の通りである。 

(1)構築物    塗装作業場           144百万円   

         ３０トン焼却炉         42百万円 

(2)建設仮勘定  新造船設備          990百万円 

         機械設備増強工事       331百万円 

         赤崎岸壁改修工事       268百万円 

  

  

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 10,427 114 18 10,523 7,516 221 3,007

 構築物 9,359 587 324 9,622 5,631 252 3,991

 ドック船台 4,463 － － 4,463 3,692 48 771

 機械装置 20,108 1,374 558 20,923 16,656 649 4,267

 船舶 126 － － 126 117 0 9

 車両運搬具 409 23 0 432 390 8 41

 工具器具備品 1,894 126 95 1,924 1,676 88 248

 土地 9,437 － 2 9,435 － － 9,435

 建設仮勘定 327 2,688 2,596 419 － － 419

計 56,555 4,914 3,597 57,872 35,681 1,272 22,190

無形固定資産

 ソフトウェア 171 48 － 219 41 41 178

 実用新案権 0 － － 0 0 0 0

 電話加入権 10 － － 10 － － 10

計 181 48 － 230 41 41 189



【引当金明細表】 

  

 
（注） 貸倒引当金及び保証工事引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率及び保証工

事発生率による洗替額である。 

  

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 540 117 － 40 617

保証工事引当金 32 74 － 32 74

受注工事損失引当金 46 76 46 － 76

役員退職慰労引当金 － 102 － － 102

特別修繕引当金 41 16 7 － 50



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成19年3月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

  

 
  

決済期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 3

預金

当座預金 13,540

普通預金 1,953

別段預金 2

定期預金 5,519

小計 21,015

合計 21,019

相手先 金額(百万円)

神戸発動機㈱ 383

㈱赤阪鉄工所 307

双日マリンエンジニアリング㈱ 112

吉田重機工業㈱ 74

住友重機械マリンエンジニアリング㈱ 37

その他 31

合計 947

期日
平成19年 

4月
5月 6月 7月 8月 9月 10月以降 合計

金額 
(百万円)

203 267 67 210 61 82 53 947



③ 売掛金 

  

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれている。 

  

④ 原材料及び貯蔵品 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

三井造船㈱ 809

㈱ディーゼルユナイテッド 410

海上自衛隊佐世保地方総監部 380

Ｎorthrop Ｇrumman Ｓperry Ｍarine Ａsia Ｉnc 240

神戸発動機㈱ 166

その他 11,300

合計 13,308

前期繰越高 
(百万円) 

 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ)

当期回収高 
(百万円) 

 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

Ｃ
×100

Ａ+Ｂ
 

滞留期間(日)

(Ｄ÷
Ｂ

)×30
12

12,792 53,653 53,138 13,308 80.0 89

品名 金額(百万円)

鋼材 641

燃料及び潤滑油類 33

その他 22

合計 697



⑤ 半成工事 

  

 
  

⑥ 支払手形 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

品名 金額(百万円)

改造修理船 171

機械・プラント 1,076

鉄構 467

雑工事 2

 原価差額 △32

合計 1,685

相手先 金額(百万円)

三井造船㈱ 819

岩谷産業㈱ 662

双日マリンアンドエンジニアリング㈱ 597

清本鐵工㈱ 301

㈱共立機械製作所 209

その他 2,809

合計 5,399

期日 金額(百万円)

平成19年4月満期 1,158

     5月 〃  946

     6月 〃  998

     7月 〃  915

     8月 〃  656

     9月 〃  347

     10月以降満期 376

合計 5,399



⑦ 設備関係支払手形 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

⑧ 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱大林組 367

りんかい日産建設㈱ 225

佐重工興産㈱ 45

三陽保安産業㈱ 44

岩谷産業㈱ 38

その他 132

合計 852

期日 金額(百万円)

平成19年4月満期 418

     5月 〃  119

     6月 〃  239

     7月 〃  29

     8月 〃  7

     9月 〃  13

     10月以降満期 24

合計 852

相手先 金額(百万円)

㈱メタルワン 6,233

日鐵商事㈱ 665

㈱中北製作所 504

三井造船㈱ 280

双日マリンアンドエンジニアリング㈱ 272

その他 5,741

合計 13,698



⑨ 短期借入金 

  

 
  

⑩ 前受金 

  

 
  

⑪ 退職給付引当金 

 
  

(3) 【その他】 

該当事項なし 

  

相手先 金額(百万円)

親和銀行 645

あおぞら銀行 100

十八銀行 90

西日本シティ銀行 90

小計 925

1年以内に返済する長期借入金 740

合計 1,665

相手先 金額(百万円)

VENUS OCEAN NAVIGATION S.A 2,847

GRAND FALCON MARITIME S.A 1,217

BARTY SHIPPING S.A 1,213

VENETIA SHIPPING LIMITED 1,212

PERENNIAL TRANSPORY INC 1,184

その他 10,498

合計 18,174

区分 金額(百万円)

退職給付債務 10,745

未認識数理計算上の差異 △116

会計基準変更時差異の未処理額 △544

 年金資産 △1,589

合計 8,495



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注） 当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の

権利を行使することができない。  

  1. 会社法第189条第２項各号に掲げる権利  

  2. 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利  

  3. 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、１株券及び100株未満
の株数表示株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

単元株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき200円

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき8,000円

  株券登録料 １株につき 500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子広告による広告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行な
う。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
である。 
http://www.ssk-sasebo.co.jp/koukoku/

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

  当社に、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

 
  

(1)  
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第84期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成18年６月30日 
関東財務局長に提出

(2) 半期報告書 (第85期中)
自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

 

平成18年12月20日 
関東財務局長に提出

(3) 
 

有価証券報告書   
の訂正報告書

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日
事業年度（第83期）の
有価証券報告書に係る
訂正報告書である。 
 

 
平成18年5月2日 
関東財務局長に提出

(4) 
 

有価証券報告書   
の訂正報告書

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日
事業年度（第83期）の
有価証券報告書に係る
訂正報告書である。 
 

 
平成18年6月9日 
関東財務局長に提出



該当事項なし 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

佐 世 保 重 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐世保重工業株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐世保重工業株式会

社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」を適用しているため、同会計基準及び同適用指針により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

辰 巳  監  査  法  人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 辰 巳   正 

      

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 竹 正 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

佐 世 保 重 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐世保重工業株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐世保重工業株式会

社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  

追記情報 

１．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より内規を基礎として算定された連結会計年度末の支給見積

額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社九州親和ホールディングスの残余財産分配状況によっては、会社が保有し

ている同社株式について、評価損が計上される可能性がある。 
  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

辰 巳 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 辰 巳   正 

      

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 田   裕 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

佐 世 保 重 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐世保重工業株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐世保重工業株式会社の

平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」を適用しているため、同会計基準及び同適用指針により財務諸表を作成している。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

辰 巳  監  査  法  人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 辰 巳   正 

      

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 竹 正 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

佐 世 保 重 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐世保重工業株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐世保重工業株式会社の

平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 
  

追記情報 

１．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度末より内規を基礎として算定された事業年度末の支給見積額を

役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社九州親和ホールディングスの残余財産分配状況によっては、会社が保有し

ている同社株式について、評価損が計上される可能性がある。 
  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

辰 巳 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 辰 巳   正 

      

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 田   裕 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 
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